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第一生命グループの経営品質向上への
独自の取り組み、それがDSRです。

DSRレポート 2011
第一生命の絆　報告書



　当社は、全社でPDCA（PlanｰDoｰCheckｰAction）サ
イクルを回すことを通じて経営品質の向上に取り組み、さま
ざまなステークホルダー（利害関係者）の皆さまへの社会的責
任を果たしていきたいと考えています。一般的なCSRとは
異なる、当社独自の取り組みを「DSR＝Dai-ichi’s Social 

Responsibility（第一生命グループの社会的責任）」と表現し
ています。「第一生命の絆」報告書（DSRレポート）は、DSR

の視点から事業活動を報告し、ステークホルダーの皆さま
とコミュニケーションを図ることを目的に発行しています。
　当社の経営基本方針である「持続的な企業価値の創造」「最
大のお客さま満足の創造」｢社会からの信頼確保｣「職員・会社
の活性化」の実現に向けた取り組みを分かりやすくお伝えで
きるよう努めました。
　本報告書に掲載のない情報は、ホームページやディスク
ロージャー誌「第一生命の現状2011」等を通じ公開してい
ます。あわせてご参照ください。
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名称 第一生命保険株式会社
The Dai-ichi Life Insurance Company,Limited

創立 1902年（明治35年）9月15日

本社所在地 〒100-8411　東京都千代田区有楽町1-13-1
TEL：03-3216-1211（代表）

代表取締役社長 渡邉 光一郎

従業員数 56,908名
（内勤職員 13,381名、営業職員 43,527名）

営業拠点数 支社 84、営業オフィス等 1,278
（2011年4月1日現在）

資産状況 総資産　　　　　30兆8,696億円

負債状況 保険契約準備金　28兆1,908億円

純資産状況 資本金・資本準備金　　4,204億円

子会社等
保険事業および保険関連事業　24社
資産運用関連事業　　　　　　17社
総務関連・その他事業　　　　 10社

経営理念 お客さま第一主義  「一生涯のパートナー」

経営基本方針

持続的な企業価値の創造
最大のお客さま満足の創造
社会からの信頼確保
職員・会社の活性化

グループ
ビジョン いちばん、人を考える会社になる。

会社概要（2011年3月末現在）

（2011年9月公開）

掲載している内容は特に記載のない限り本誌発行時点における情報です。

参照ガイドライン

Web ▶ISO26000内容索引／GRIガイドライン内容索引／日本経営品質賞

・  「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3版」 
（Global Reporting Initiative）
・ ISO26000「社会的責任に関する手引」
・  「2011年度版日本経営品質賞アセスメント基準書」 
（日本経営品質賞委員会）

報告の対象範囲
期間   2010年度（2010年4月～2011年3月）の活動内容を中心に、 

2011年度の展開や方針についても一部報告しています。
組織   第一生命保険株式会社 

（活動内容に応じて子会社・関連会社を含めています。）

発行時期
2011年8月
前回：2010年9月　次回：2012年8月（予定）

　1902（明治35）年9月15日、当社は、
日本で最初の相互主義による保険会社と
して矢野恒太によって設立され、創立以
来の経営理念である「お客さま第一主義」
を貫き、お客さまからの信頼の維持に努
めてきました。
　2010年4月に株式会社に組織変更し
ましたが、「お客さま第一主義」の精神は、
今もなおいささかも変わることなく脈々
と受け継がれています。今後も一生涯の
安心を提供する保険会社として、お客さ
まの「一生涯のパートナー」となることを
目指していきます。

創立者  
矢野恒太のこころ

※ 連結業績については、第一生命、第一フロンティア生命の単純合計数値を記載しています。
※ ソルベンシー・マージン比率については、第一生命単体実績を記載しています。

連結主要業績
2009年3月期 2010年3月期 2011年3月期

経営成績 （億円）
経常収益 52,252 52,940 45,715

第一生命単体 51,828 43,315 43,084

経常利益 633 1,882 811

第一生命単体 1,091 1,936 789

当期純利益 218 556 191

第一生命単体 655 608 169

財務状況 （億円）
総資産 304,446 321,042 322,978

第一生命単体 300,222 308,224 308,696

純資産 5,799 9,641 7,318

第一生命単体 6,198 10,003 7,664

健全性指標 （億円）
基礎利益 3,181 3,779 2,735

第一生命単体 3,608 3,301 2,759

EEV（ヨーロピアン・エンベディッド・バリュー） 17,584 28,363 24,403

第一生命単体 17,959 28,680 24,796

ソルベンシー・マージン比率 768.1% 953.5% 983.9%

　冊子（本誌）では、2010年度の特に重要な
取り組みを中心にご報告しています。Web
サイトでは、冊子の内容に加え、各ステーク
ホルダーに対する取り組みや、ISO26000、
GRIガイドラインを踏まえた取り組みなど、
より詳しい情報を掲載しています。

Webサイトの掲載情報

http://www.dai-ichi-life.co.jp/
company/dsr/

本冊子
重要課題を報告

Webサイト
詳細活動を報告

格付け
（株）格付投資情報センター（保険金支払能力格付け） A＋
（株）日本格付研究所（保険金支払能力格付け） A＋
スタンダード・アンド・プアーズ（保険財務力格付け） A

フィッチ・レーティングス（保険会社財務格付） A

※  2011年7月31日現在のものであり、将来的には変化することがあります。
※  格付けは保険金支払い等について格付会社が保証するものではありません。

「第一生命の絆」には、ステークホルダーとの「絆」を大切にし、企業としての社会的責任を十分に果たしていきたいという思いが込められています。1 2



り、資産運用面でもさまざまな取り
組みを通じて役割を果たしていきた
いと考えています。
　また、ここ数年来、アジア・パシ
フィック地域での事業展開を加速し
てきました。海外においても人々の
安心と地域の発展を第一に考える、
「いちばん、人を考える会社」であり
たいと思っています。

　大震災以降、いまだ不安な生活を
送っておられる方が多くいらっしゃ
います。一日も早く安心して生活し
ていただけるよう、迅速なお手続き
を行うとともに、被災地への支援に
ついても業界各社や自治体と協力し
て進めていきたいと考えています。
　2011年度は、新・中期経営計画
の初年度です。経営品質の向上や、
それを支える人財の育成、環境問題
への対応、社会への貢献など、さま
ざまな課題を解決に導く110周年を
目指して、当社役職員が全員参加で
「DSR経営」に取り組むことにより、
一段高いステージへの足がかりを築
く1年としていきます。

　今回の大震災でお亡くなりになら
れた方々のご冥福をお祈り申しあげ
ますとともに、被災された地域の皆
さまに、心よりお見舞い申しあげます。
　まさに未曾有の大震災に直面した
今、当社の社会的使命は、生命保険
会社として、被災されたお客さまへ
保険金のお支払いを含めた全面的な
保障機能を提供し、復興に向けて可
能な限りの取り組みを行うことだと
考えています。現在展開している「お
見舞い・お手続き推進活動」において
も、お客さまをただ訪問するのでは
なく、お客さまを第一に考え、「安心」
と「真心」をお届けすることに徹して
います。私も何度か被災地を訪れま
したが、職員一人ひとりがお客さま
のために何ができるかを考えて行動
する姿を目にし、当社の経営理念で
ある「お客さま第一主義」や「いちば
ん、人を考える会社になる。」という
グループビジョンがしっかり根付い
ていることを大変嬉しく思いました。
　今期策定した新しい中期経営計画
には、第一の柱として「保障機能の
全面発揮と復興・再生」を掲げていま
す。第一生命グループ6万人が総力
を結集し、チームワーク力を発揮し、
復興と成長に向けて全力で貢献して
いきます。

　当社は、1902年の創立以来「お客
さま第一主義」を経営理念に掲げ、
その実現に向けてたゆまぬ経営品質
向上に努めてきました。2001年に
「日本経営品質賞」を受賞した後も、
CSR（Corporate Social Respon- 

sibility）経営という形ですべてのス
テークホルダーの期待に応えるため
の活動を継続してきました。
　2010年に株式会社として「新創
業」を迎えるにあたり、CSR経営を
より発展させ、当社独自のものとし
て、そして職員一人ひとりが自分の
ものとして高い次元で取り組む活動
という思いを込めて第一生命の「D」
を頭文字として、「DSR（Dai-ichi’s 

Social Responsibility）」（第一生
命グループの社会的責任）と名付け
ました。
　これは、第一生命らしさを追求す
るとともに、グループのビジョンに
向かって職員一人ひとりが自分らし
さを発揮し、自分のこととして組織
の変革を促し、PDCAサイクルを回
して経営品質を高めていこうとする
活動です。いわば、私たちの経営ス
タイルそのものなのです。

　2010年度は、3年間取り組んでき
た前・中期経営計画の最終年度であり、
かつ株式会社の初年度として、着実
に成果を残すことができた1年でした。
　「全国お客さま調査」総合満足度で
過去最高値の84.6％の評価を得るこ
とができました。これは、株式会社化
を機にお客さまとの絆を強くすること
ができた結果であると感じています。

　また、職員満足度も向上しました。
株式会社化による一体感の醸成が図
られたこと、ダイバーシティ推進や
人財育成の活動が進んだことがその
理由として挙げられるのではないか
と思います。2010年度には、NPO

法人J-Win主催の「J-Winダイバー
シティ・アワード 大賞」、東洋経済
新報社主催の「ダイバーシティ経営
大賞 ワークライフバランス部門賞」
をダブル受賞することができました。
会社としてもダイバーシティ推進を
支援するさまざまな制度を提供して
いますが、それ以上に職員一人ひと
りがボトムアップでPDCAサイクル
を回して経営課題の解決策を提言す
る動きがあります。ダイバーシティ
推進に限らず、このような現場ごと
の活動が立体的に重なり合い、全体
として複雑な経営課題の解決につな
がっていることを実感しています。
　その他、2010年10月には生命保
険会社として初めて社会的責任投資
（SRI）ファンドを自社で設立しまし
た。これは、機関投資家として、持
続可能な安定成長企業の発掘や、企
業の社会的責任を推進する試みであ

代表取締役社長

未曾有の大震災から見えた
第一生命の使命

DSR経営は、
経営品質向上の取り組み

2010年度のDSR経営の
振り返り

創立110周年に向けて

第一生命グループ6万人の総力を結集し、
「お客さまを第一に考え、安心をお届けする」ことを
使命に、今後の復興と成長の実現を目指します。

Top Messageト ッ プ メッ セ ー ジ
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復興と成長に向けて
～安心した暮らしを1日も早く取り戻していただくために～

　大震災発生後、それぞれの職員が
「今、お客さまのために自分ができる
ことは何か」という気持ちで、お客さ
まへの対応に力強く動きました。自
分自身が被災していながらもお客さ
まを探して避難所を回る職員、困っ
ているお客さまに食料や飲料水を届
ける職員がいました。お客さまから
は、「第一生命の方が一番最初に訪
問してくれた」「避難所から家に戻っ
てみると、物資を届けてくれていた。
ありがとう」など多くの声をいただき
ました。
　被災地で営業職員が奔走する中、
本社や全国の支社においても、被災
地域のお客さまの状況を確認するた
めの電話連絡や、お問い合わせを受
け付けるための臨時窓口の設置、震
災対応専用ダイヤルの開設、緊急物
資の支援など、全社を挙げての支援
を行いました。

　第一生命グループ会社等との連携
も大きな力を発揮しました。震災の

翌日には、当社と関係の深い日本物
産を中心に、食料や飲料水などの緊
急支援物資の発送を開始し、震災後
1カ月の間に8回にわたって現地に
物資を送ることができました。第一
ビルディングは第一生命の不動産部
とともにビルの安全確認に各地を回
りました。第一生命情報システムは、
被害を受け使用できなくなったオ
フィスの早期再開に向けて、システ
ム面の整備に力を尽くしました。

　生命保険会社として果たすべき最
も大きな役割は、迅速・確実に保険金

をお支払いすることです。災害関係
特約には、約款上に地震等による災
害死亡保険金、災害入院給付金を支
払わない場合があると規定されてい
ますが、これを適用せず、災害死亡
保険金等を全額お支払いすることと
しました。このような時にこそ、お客
さまを支えることが生命保険事業の
役割です。被災されたお客さまに全
力でお役に立ちたいという思いで、さ
まざまな施策をいち早く発表しまし
た。また、迅速なお支払いに向けて、
お客さまの状況を把握するための
データベースを整備し、全社一丸と
なってお客さまへの連絡を行いまし
た。8月5日現在、約85万（99.3%）
の確認を終えています。

　今なお、不自由な生活を余儀なく
されている多くの被災者の方が、一
日でも早く安心できる暮らしを取り
戻せるように、生命保険事業を中心
とする第一生命グループの事業を通
じて国を挙げての復興に参画します。
第一生命グループは、6万人のチー
ムワーク力と絆で「復興と成長」に向
けてまい進していきます。

復興に向け一丸となる仙台総合支社

被災直後の釜石営業オフィス

支援物資をバケツリレー

お客さまのお役に立ちたい

復興と成長に向けて

被災されたお客さまに、
少しでも早く保険金を総合力の発揮

第一生命グループの被災地支援活動
ご契約に関する対応
・  災害関係特約について 
保険金等の全額お支払い

・  保険料払込猶予期間の延長
・  保険金・給付金・契約者貸付等の 
簡易迅速なお支払い

・  新規契約者貸付に対する 
特別金利の適用（利息の減免）

・  企業向け融資の特別取扱
・  入院治療に関する特別取扱
・  「契約照会制度」の実施（生命保険協会）

http://www.dai-ichi-life.co.jp/information/earthquake.html
詳細はこちらをご覧ください。

復旧・復興に向けた取り組み
・  ご契約者安否確認
・  臨時窓口の開設
・   震災対応専用ダイヤルの開設

義援金・支援物資
・  義援金の寄贈
　第一生命グループ：1億円　
　一般財団法人都市のしくみとくらし 
　研究所：3億円（予定）
・  支援物資の送付（飲料水・食料・タオル等）
・    経団連の被災地ボランティア派遣への参加

2011年3月11日に発生した東日本大震災は東北地方を中心に甚大な被害をもたらし、
第一生命の支社・営業オフィスも百数十カ所が被災しました。
被災地域にいた約3,600名の職員は、多くが困難な状況に置かれていましたが、
「今こそお客さまのお役に立つときだ」という思いで活動を開始しました。
そして、その活動を支援する本社・全国の支社、第一生命グループ各社が
一丸となって、未曾有の災害からの復興と、
これからの成長に向けて動き出しました。

　女川町は、およそ8割の地域が津波の被害に遭いました。多くの職
員が家を失い、女川営業オフィスも流失してしまいました。これには
本当にショックを受け、どう復興したらよいのか考えられませんでし
たが、「私たちがお手続きをしなければ、一体誰がするの
か。九死に一生を得て生きている私たちが手続きせねば」
という使命感と責任感で、4月1日には全職員が集まり、隣町の石巻
営業オフィスの場所を借りて活動を再開することができました。
　オフィスには、全国の第一生命から支援物資や励ましの言葉が届い
ており、第一生命のグループビジョン「いちばん、人を考える会社に
なる。」を実感した瞬間でもありました。この苦難を乗り越えていこう
というチームワークの輪がより一層強くなりました。

仙台総合支社  
女川営業オフィス
オフィス長  丹野 利江

　地震が発生した時、お客さまを訪問中でした。ラジオで津波警報が
出ていることを知り、急いで高台に避難すると、津波が目の前まで迫
りました。ガス、水道がすべて寸断され、情報も無く、最初の2日間
は近隣の家から米やガスボンベを集め、沢の水を汲んで過ごしました。
　避難生活中もお客さまの安否がとても気がかりでした。震災直後
は避難者の名簿も無い状態でしたので、避難所の受付
の人や近くの人に尋ねながら必死でお客さまの居場所を
探しました。名簿が出るようになると、お客さまの名前がないか毎
日確認に行き、居場所が分かったお客さまを訪問しました。保険の手
続きはもちろんですが、全国から届く支援物資をお客さまにお届けす
ると大変喜んでいただき、自分も元気をもらって帰ることができました。

盛岡支社  
釜石営業オフィス  
佐藤 浦子

釜石

女川

被災地
の職員

より

SPECIAL  ISSUE 特集
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DSR経営
Dai-ichi's   Social   Responsibility

　当社は創立以来一貫して「お客さま第一主義」を経営理
念に掲げてきました。
　そして、1998年、経営理念・経営基本方針の実現に向
け、「お客さま本位」を共通の価値観としてあらゆる業務
をお客さま視点で見直し、経営の質を高める取り組みで
ある「経営品質向上活動」をスタートさせました。
　その結果、2001年に当社は金融機関として初の日本
経営品質賞を受賞しましたが、同賞の受賞後も当社はこ
の経営品質向上の考え方を踏襲し、経営理念・経営基本

　第一生命グループは、お客さま、社会、株主・投資家の皆さま、従業員からの期待に応え続けるための企業
行動原則として「DSR憲章」を定め、持続可能な社会づくりに貢献します。
　「DSR」とは、「第一生命グループの社会的責任（Dai-ichi’s Social Responsibility＝DSR）」を表し、
PDCAサイクルを全社で回すことを通じた経営品質の絶えざる向上によって各ステークホルダーに向けた社会
的責任を果たすと同時に、第一生命グループの企業価値を高めていく独自の枠組みです。

方針の実現に向け、常にPDCAサイクルを回しながら経
営の品質を高めることに挑戦し続けました。
　2005年には、「コーポレートブランド向上」を経営戦略
として打ち出すと同時に「お客さま」のみならず、「社会」、
「従業員」といった、企業をとりまく各ステークホルダー
（利害関係者）から高い評価をいただくことを目指し、
「CSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会
的責任）経営」を標榜し、これまでさまざまな取り組みを
行ってきました。

第一生命グループ 企業行動原則 （DSR憲章）

お客さま満足
お客さまの一生涯のパートナーを目指し、お客さま満
足を追求した高い品質の商品・サービスを提供します。

コミュニケーション
すべてのステークホルダーに対して説明責任を果たす
とともに、いただいたご意見を真摯に受け止め、積
極的に企業経営に反映します。

コンプライアンス
高い倫理観を持ち、あらゆる事業活動においてコン
プライアンスを徹底します。また、プライバシーを尊
重し、個人情報をはじめとする各種情報の保護・管理
を徹底します。

人権尊重
各国・各地域において、文化および慣習を尊重し、そ
の発展に貢献する経営を行います。また、人権を尊
重し、人権啓発に積極的に取り組みます。

ダイバーシティ
多様な人財が活躍できる働きがいのある職場環境を
確保し、心と身体の健康増進を図りつつ、積極的な
人財育成を行います。

環境保護
地球環境保護を社会的責任と捉え、日常的かつ継続
的に環境保護活動に取り組みます。

社会貢献
「良き企業市民」として地域社会とともに発展するこ
とを目指し、社会貢献活動を行います。

企業価値
持続的な企業価値の創造に向けて、経営資源の有効
活用・業務の生産性向上を推進するとともに、財務基
盤の維持・強化を図ります。

DSR経営とは

　ここ十数年来の当社の経営の枠組みは、名称や取り組
みの形は変化しているものの、一貫して「経営理念・経営
基本方針を実現するために、自らPDCAサイクルを回し
ながら、一段高いレベルの経営品質を目指す」ことを基本
としてきました。
　そして2010年、当社の経営は、一般的なCSRという
言葉の枠に収まらない当社独自の取り組みとして、第一
生命の「D」を頭文字として「DSR＝Dai-ichi’s Social 

Responsibility（第一生命グループの社会的責任）」と表
現し、意識も新たにスタートを切りました。これまで取
り組んできた、お客さま視点でのさまざまな対応や、職
員の育成取り組み、コンプライアンス推進や事務プロセ
スの改善、CS・ES向上に向けた取り組みなど、あらゆる

活動においてPDCAサイクルを回し、常に一段高いレベ
ルを目指します。
　当社独自のDNAともいうべき経営品質向上の考え方
や行動様式を、DSRという新しい旗印を掲げることによっ
て改めてすべての役職員が認識し、すべてのステークホル
ダーの満足を高めるべく全力で実践していきます。

　DSR経営の本格展開にあたり、第一生命グループがす
べてのステークホルダーの皆さまに対する責任を果たし、
ご期待に応えていく行動のあり方を社内外に明確に打ち
出すべく、「第一生命グループ 企業行動原則（DSR憲章）」
を定めました。

第一生命グループ 企業行動原則（DSR憲章）

経営品質からDSRへ

2001年

日本経営品質賞
受賞

コーポレート
ブランド向上

CSR
（企業の社会的責任）

Dai-ichi’s 
Social Responsibility

2005年
2010年

1998年に開始した「経営品質向上活動」は、
CSR活動、DSR活動へと進化しながら、
絶えざる取り組みの改善を続けています。

経営品質向上の取り組みの進化
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D S R 経 営

第一生命グループビジョン

　創立以来継承してきた「お客さま第
一主義」をこれからも守り続け、DSR

経営を一段と向上させていくという思
いを込め、中長期的に目指す姿として
第一生命グループビジョン「いちばん、
人を考える会社になる。」を定めました。
　お客さま、株主・投資家の皆さま、従
業員等当社グループをとりまくさまざ
まな「人（ステークホルダー）」のことを
「いちばん」に考え、行動し、一人ひと
りが「いちばん、人を考える人」になる
ことを目指し取り組んでいきます。そ
して、この取り組みによって、「いちば
ん、品質の高い会社」、「いちばん、生
産性の高い会社」、「いちばん、従業員
の活気あふれる会社」そして「いちばん、
成長する期待の高い会社」となることを
追求し、“いちばん、お客さまから支持
される会社”となることを目指します。

「いちばん、品質の高い会社」
　本社、支社、営業オフィスの各組織において、お客
さまのご意見やお申し出に基づき業務改善を繰り返す
PDCAサイクルの徹底を図ります。また、お客さま
の視点に立って、お客さまの一生涯を真剣に考え、
ニーズに合った商品・サービスを分かりやすくご提案
していきます。

「いちばん、従業員の活気あふれる会社」
　当社グループにとって最も重要な経営資源は人で
あり、従業員一人ひとりを「人財」として育成してい
くことが、競争力の源泉であると考えています。「プ
ロフェッショナル＆チームワーク」のコンセプトのも
と、個人の能力強化を進めるとともに、集団として
の結集力を高めることで、グループが一体となって活
気あふれる組織となることを目指します。

「いちばん、成長する期待の高い会社」
　1902年以来継承してきた「お客さま第一主義」をこ
れからも守り続けるために、時代に合わせ変革を続け
ます。グローバルな視点を持って、未来に向けた新
たな挑戦を継続することで、人と人の間に新しい価
値を創出し、成長する期待の高い会社になることを
目指します。

「いちばん、生産性の高い会社」
　長期間の保険引受を確実に支える安定した財務基
盤の維持・強化に継続的に取り組みます。経営環境の
変化に備えてリスク対応力の強化を図るとともに、日
常の業務を常に見つめ直し、業務プロセスを絶えず改
善していくことで生産性向上を実現し、収益力強化
を図ります。

　当社が創立以来大切にしている経営理念は「お
客さま第一主義『一生涯のパートナー』」であり、
それを支えるものとして経営基本方針を定めて
います。
　この経営基本方針の実現のために、すべての
役職員は日常の活動において「目指すもの」と「守
るもの」をしっかり意識して取り組んでいます。
　まず、「私たちが目指すもの」は、「グループビ
ジョン」です。グループビジョン「いちばん、人
を考える会社になる。」は当社グループが経営基
本方針の実現に向け、中長期的に目指す姿であ
り、そのために中期経営計画に基づき、各部・
各支社の業務計画を策定しています。
　一方、「私たちが守るもの」としては、昨今の企
業をとりまく社会的な要請などに的確に対応す
るべく、企業としての行動のあり方を定めた「第
一生命グループ企業行動原則（DSR憲章）」と、
当社役職員一人ひとりの行動の拠りどころである
「行動規範（わたしたちの行動原則）」があります。
　これらは、経営目標を追求していく上で、企
業グループとして、あるいは役職員としての今
後の行動のベースとなる原則・規範であり、この
行動のあり方を「守る」ことでグループビジョン
に掲げた姿を目指し、経営基本方針の実現に努
めていきます。

DSR経営の体系

DSR経営推進体制

　DSR経営の取り組みは、社長を委員長とする「DSR

推進委員会」が母体となって推進しています。当委員会
の傘下には、DSR経営の中心となる課題ごとに計画策
定・実行策の推進・進捗管理を行う専門委員会を設置し
て、各取り組みの実効性を高めています。
　また、支社における経営品質のPDCAサイクルの取
り組みとして、各支社において「支社DSR委員会」を運
営しています。職員の育成、苦情の縮減、コンプライ
アンスの推進等の支社における課題の見える化を行い、
現場での課題解決力の強化を図っています。※1 ES：従業員満足（Employee Satisfaction）　※2 ダイバーシティ：多様な人財活用

DSR推進委員会
（委員長：社長）

品質保証推進
専門委員会

社会貢献・
環境活動推進
専門委員会

健康増進推進
専門委員会

ES※1・
ダイバーシティ※2

推進専門委員会

支社DSR委員会

お客さま第一主義「一生涯のパートナー」

経営理念

経営基本方針

私たちが守るもの［行動原則体系］

DSR憲章
第一生命グループ  企業行動原則

お客さま
満足

ダイバー
シティ

コミュニ
ケーション 環境保護

コンプライ
アンス 社会貢献

人権尊重 企業価値

行動規範（わたしたちの行動原則）

持続的な企業価値の創造

社会からの信頼確保

最大のお客さま満足の創造

職員・会社の活性化

私たちが目指すもの［経営計画体系］

いちばん、人を考える会社になる。
グループビジョン

部・支社業務計画

2011-12年度 中期経営計画
「サクセス110!!」

中長期経営戦略
品質保証宣言

新・生涯設計

個人課題

第一生命グループの目指す姿
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D S R 経 営

2011ｰ12年度中期経営計画「サクセス110!!」

　東日本大震災により被害を受けられたお客さ
まの立場に立ってお手続きやお支払いの正確・迅
速な遂行に努めることが生命保険事業の役割で
あり、当社グループの使命であると認識してい
ます。被災されたお客さまに保険金のお支払い
等のサービスを迅速かつ円滑に進めていくため、
全力を尽くします。
　お客さまのお役に立つことが生命保険事業の
最大の存在意義であるとの考えのもと、社会的
使命を果たし、グループ6万人が総力を結集し
て成長に向けた取り組みを進めていきます。

　1997年以降推進してきた「生涯設計」のコン
セプトをさらに拡大・進化させた「新・生涯設計」
（P26参照）を掲げ、国内での成長が期待できる
第三分野（医療等）、個人貯蓄市場への競争力の
高い商品投入、コンサルティング強化を行うこ
とで、マーケットの成長を上回るトップライン
成長を目指します。
　海外生命保険事業について、生命保険市場の
拡大が期待されるアジア・パシフィック地域を中
心に取り組むとともに、より早期の利益成長享
受を目的に一定の市場成長が見込める先進国生
保事業への進出も検討し、海外生命保険事業の
当社グループ利益への貢献度向上を図ります。
　既存事業分野のビジネスモデル変革に向け「5

つの変革」（P18参照）に取り組み、固定的コス
トの効率化、お客さま接点分野の強化等を進め、
グループの競争力強化を推進します。

　本中期経営計画では、当社が創立110周年を迎える2012年度までの2年間で「グループ総力を結集した復興と成長
の実現」を目指します。

　グループとして、生命保険会社の経済価値ベー
スでの企業価値を表す主要な指標であるEV（エ
ンベディッド・バリュー）の安定的成長の実現を
目指します。リスク・コントロール策等に取り組
むことで各事業分野の資本効率を向上させると
ともに、これらの取り組み等によって生じる余
剰資本を活用して成長分野への規律ある資本配
賦（M＆Aでの資本投下を含む）を推進すること
で、最適な事業ポートフォリオの構築およびグ
ループ全体での企業価値向上を図ります。

　内外成長分野への展開加速やグループ内の経
営資源配分の機動性向上等に資する経営体制を
構築すべく、持株会社体制移行に向けた整備を
推進します。あわせて、グローバルな規制・会計
動向等を踏まえつつ、グループ各社・事業部門別
の収支・リスク管理インフラの高度化等により、
本格的な連結経営体制の確立を推進します。

　全従業員が、各組織において自律的にPDCA

サイクルを回すことを通じて経営品質の絶えざ
る向上を図り、各ステークホルダーへの社会的
責任を果たすとともに、企業価値の向上に取り
組んでいきます。

　第一生命グループは、生命保険事業（生命保険・年金の
引き受け・販売）を中核として、保険事業を遂行していく
上で必要な事業、資産運用関連事業等を行っています。
　近年は、国内の生命保険事業の取り組みを強化するとと
もに、アジア・パシフィック地域を中心としたグローバル
な事業展開を進めています。さらに、国内の人口構造変

化に伴いニーズが高まりつつある個人貯蓄分野において第
一フロンティア生命を設立するなど、社会環境の変化に応
じて成長が見込まれる事業に積極的に投資を行っています。
　また、業務提携先と強力なパートナーシップを形成し
て、お客さまの「生涯設計」に資する損害保険・がん保険・
その他金融商品・サービスを幅広く提供しています。

第一生命グループの事業領域と業務提携先

第一生命グループ

生命保険事業・保険関連事業

保険契約の引き受けおよび保険料の運用等を
中心とする保険事業、これらに密接に関連す
る保険関連事業を行っています。

生命保険事業

国内生命保険事業
・ 第一生命保険
・ 第一フロンティア生命保険

海外生命保険事業
・ 第一生命ベトナム（ベトナム）
・ TAL（オーストラリア）
　注：タワー・オーストラリア・グループから社名変更
・ スター・ユニオン・第一ライフ（インド）
・ オーシャンライフ（タイ）

保険関連事業

・ 企業年金ビジネスサービス 等

資産運用関連事業

国内外において投資運用・投資助言事業、有
価証券投資事業、銀行業等、資産運用関連事
業を行っています。
・ DIAMアセットマネジメント
・ ジャパンリアルエステイトアセットマネジメント
・ ジャパンエクセレントアセットマネジメント
・ ネオステラ・キャピタル
・ 資産管理サービス信託銀行 等

総務関連・その他事業

総務関連事業、計算関連事業、調査・研究事
業等、当社が保険事業を遂行していく上で必
要な事業を行っています。
・ 第一生命情報システム
・ 第一生命経済研究所
・ みずほ第一フィナンシャルテクノロジー 等

中 期 経 営 計 画 の 基 本 戦 略

業務提携先

 損害保険ジャパン

アフラック
 （アメリカンファミリー
生命保険会社）

みずほ
フィナンシャルグループ

りそな
ホールディングス

ブランドロゴとグループ名ロゴタイプの組合せ［ 和文 2 ］

03-2

1

■ ブランドロゴ（ 基本タイプ ）と和文グループ名ロゴタイプの組合せ／ポジティブ表示

保険金・給付金・年金等のお支払状況（2010年度）
民間生保 第一生命

保険金 172,449億円 7,650億円

給付金 39,747億円 5,059億円

年金 28,761億円 5,154億円

合計 240,958億円 17,864億円

1日当たり
お支払額 660億円 49億円

　生命保険は相互扶助の仕組みで成
り立っており、生命保険に加入するこ
とにより、負担を最小限に抑えながら、
遺族の生活資金や老後の備え、介護・
病気・ケガなどに対する保障を準備す
ることができます。そして、保険会
社から支払われる保険金・給付金は
多くの人々の生活を支えています。
　1年間に民間生命保険会社から支
払われる保険金・給付金・年金等は約
24兆円にのぼります。当社では約1

兆8,000億円、1日当たり49億円
をお支払いし、お客さまのお役に立っ
ています。東日本大震災においても
305億円のお支払いを見込んでおり、
多くの被災者の方の生活安定に貢献
しています。
　当社は、この生命保険の社会的役
割を自覚しつつ、社会との調和ある
持続的な発展を通じて、お客さまか
ら最も支持される生命保険会社を目
指していきます。

お客さまに保険金・給付金をお支払いするときこそが保険の役割が果たされるとき

第一生命グループの事業

保障機能の全面発揮と復興・再生

本格的な連結経営に向けた体制の完成成長に向けた事業展開の加速

財務基盤強化、成長戦略を支える
規律ある資本政策の遂行

DSR経営の推進による企業価値の向上
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D S R 経 営

グループ
ビジョン

ステーク
ホルダー 目指すべき姿 2010年度の実績と今後の取り組み 推進指標 2009年度

実績
2010年度
実績

いちばん、
品質の高い会社

お客さま

品質の高い商品・サービ
スの提供を通じ、お客さ
ま満足を追求します。
また、お客さまの声を真
摯に受け止め、業務プロ
セスの改善や会社の経営
に反映します。

【実績】品質保証宣言の履行に向けた取り組みの推進により、全国お客さま調査総
合満足度（個人のお客さま）は、9年連続で前年を上回り、過去最高の成果を得る
ことができました。
2010年度の具体的取組として、保険金・給付金のお支払いについての専用フリー
ダイヤルの導入や、「生涯設計レポート（ご契約内容や当社業績についてのお知ら
せ通知）」への「保険金・給付金等のお支払履歴」の掲載等ご提供する情報の充実、
またご来社窓口「生涯設計パーク」の拡充、ご相談窓口の営業時間延長や土曜営業
の開始（全国70のご相談窓口のうち10カ所で開始）等を行いました。
【今後の取り組み】お客さまの分かりやすさと利便性を第一に考えた事務フローへの
変革に取り組みます。また、東日本大震災で被災されたお客さまに対し、迅速・確
実に保険金・給付金をお支払いすることを最大の使命と捉え、お手続き等に対する
特別取扱の実施やグループ総力を挙げての「お見舞い・お手続き推進活動」の展開を
行っていきます。

全国お客さま調査
総合満足度結果※1

（個人のお客さま）
82.6% 84.6%

全国お客さま調査
総合満足度結果※1

（法人のお客さま）
85.6% 85.6%

全国お客さま調査
給付金請求手続き
総合満足度※1

94.0% 95.3%

【実績】お客さまから寄せられた苦情への対応は、当社全部門において最優先の課
題と位置付け、誠実かつ迅速な対応を行うこととしており、24時間以内の早期対応、
1カ月以内の早期解決に向けた対応を徹底しています。このような取り組みの結果、
（社）生命保険協会に寄せられた当社に関する苦情の件数は大幅に減少し、その占
率も12.3%（2009年度）から10.5%（2010年度）に低下しています。また、「お
客さま総訪問活動」によるお客さまサービスの推進等により、解約失効率等の指標
も改善を続けています。
【今後の取り組み】引き続き、「VOC会議※2」や「支社DSR委員会」を通じて、お客
さまの声分析、改善策の立案・実行に取り組みます。

生命保険協会受付苦情件数※3 719件 581件

解約失効率
（個人保険・個人年金） 5.60% 4.66%

社会

良き企業市民として社会
貢献活動に積極的に取り
組み、健全な事業活動を
通じて、社会・経済の発
展と地球環境との調和に
貢献していきます。

【実績】全社を挙げて「Ecoダイエット運動」を展開することにより、CO2排出量▲
6.1%、紙使用量▲22.1%の削減を実現しました。また、資産運用面では、環境に
配慮した不動産投資や、当社資産の運用を目的としたSRIファンドの設立を行うな
ど、幅広く社会・経済の発展や地球環境との調和に貢献する取り組みを行っています。
【今後の取り組み】「2011-2012年度環境中期取組計画」に基づき、さらなる環境経
営の推進に取り組みます。

CO2排出量※4 179,000 t-CO2 168,000 t-CO2

全社紙総使用量
（OA用紙、パンフレット、
保障設計書等）

12,775t 9,954t

ボランティア活動実施所属占率 64.2% 73.7%

いちばん、
生産性の高い会社

お客さま

株主・投資家の
皆さま

事業費効率の向上や従業
員一人ひとりの生産性向
上に取り組むことで収益
力の強化を図り、より品
質の高い商品・サービス
のご提供につなげていき
ます。

【実績】事務集中部門での製造業アプローチを活用した「事務品質と生産性の同時
追求」等を通じて、事業費効率の改善に取り組んでいます。
また、「新・生涯設計」に基づくお客さまニーズを踏まえた商品の提供や、ご契約サ
イクルのさまざまな局面を捉えたお客さま接点頻度の強化・推進により、チャネル
生産性も向上しています。
【今後の取り組み】成長戦略に掲げる「5つの変革」を推進することにより、さらなる
固定的コストの効率化、お客さま接点分野の強化等を進め、グループの競争力強
化を推進します。

固定的コストの効率化
（2008年度からの累計削減率） 約7% 約10%

月間平均残業時間（内勤職員） 7.4時間 5.1時間

一人当たり新契約件数※5

（営業職員） 26.4件 30.2件

いちばん、
従業員の活気
あふれる会社

従業員

多様な人財が活躍できる
働きがいのある職場環境
づくりに取り組み、積極
的な人財育成を行います。

【実績】女性リーダーの継続的な輩出に向けた育成プログラムの強化や、障がい者
雇用の推進、外国人留学生採用等を通じ、ダイバーシティの推進に取り組んでい
ます。また、ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、総労働時間縮減や有給休暇
の取得推進、男性の育児休業取得推進等に取り組んでおり、ダイバーシティ、ワー
ク・ライフ・バランス推進の取り組みは社外からも高く評価されました（右記参照）。
【今後の取り組み】引き続き、ダイバーシティ推進、職員の育成強化、人財の積極
的なグローバル化に向け、取り組んでいきます。

職員満足度調査結果※1 61.1% 65.9%

女性管理職占率 6.6% 6.8%

障がい者雇用率 2.01%
（2010年6月1日現在）

2.02%
（2011年6月1日現在）

年次有給休暇取得率 65.6% 63.6%

いちばん、
成長する

期待の高い会社

株主・投資家の
皆さま

「新・生涯設計」の推進や、
海外事業等への展開を通
じ、持続的な成長に向け
取り組んでいきます。

【実績】「新・生涯設計」の推進により、第一生命における延べお客さま数（保有契約
件数）は前年度より伸展し、銀行等を通じた貯蓄性商品を専門的に扱う第一フロン
ティア生命についても、順調に保有契約高・件数を伸ばしています。
また、アジア・パシフィック地域を中心とした海外事業では、オーストラリアのタ
ワー社（現TAL）を完全子会社化するなど、順調に伸展しています。
【今後の取り組み】中期経営計画「サクセス110!!」に掲げる成長戦略を遂行し、復
興と成長の実現を目指していきます。

延べお客さま数
（個人保険・個人年金の
保有契約件数）

1,220.3万件 1,240.5万件

2010年度第一生命グループの
CSRに対する社会からの評価・主な受賞

・  一般社団法人ユニバーサルコミュニケーション 
デザイン協会  UCDAアワード2010   
帳票分野  総合通知部門「特別賞」受賞〈2010年6月〉

・  団体年金特別勘定「外国債券口」が、 
マーサーMPAアワード（Japan）2011 
「外国債券総合部門（5年）」受賞〈2011年7月〉

最大のお客さま満足の創造

持続的な企業価値の創造
・  トムソン・ロイター・マーケッツ　 

DEALWATCH AWARDS 2009 
 「IPO of the Year（株式部門）」 受賞〈2010年4月〉

・  東洋経済「CSR企業ランキング」金融機関第6位 
（生命保険業界第1位）〈2011年2月〉

社会からの信頼確保
・  財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター 
「第13回  蓄熱のつどい」感謝状〈2010年7月〉（2年連続）
・  ウズベキスタン共和国「ゴールデンアンブレラ賞」受賞 
（財団法人国際保険振興会）〈2010年11月〉
・  「2010年度ゴールデンドラゴン賞」受賞 
（第一生命ベトナム）〈2011年1月〉（3年連続）
・  日本経済新聞社「環境経営度指標ランキング」 
金融機関第10位（生命保険業界第1位）〈2011年1月〉

・  「CASBEE」Sランク認証取得 
（豊洲キュービックガーデン）〈2011年2月〉

職員・会社の活性化
・  厚生労働省  均等・両立推進企業表彰   
「均等推進企業部門 東京労働局長優良賞」受賞 
〈2010年10月〉
・  厚生労働省  均等・両立推進企業表彰   
「ファミリー・フレンドリー企業部門 
東京労働局長優良賞」受賞〈2010年10月〉

・  2011  J-Winダイバーシティ・アワード「大賞」受賞 
〈2011年3月〉
・  東洋経済新報社  第4回ダイバーシティ経営大賞   
「ワークライフバランス部門賞」受賞〈2011年3月〉
・  日経WOMAN「女性が活躍する会社BEST100」 
第4位〈2011年4月〉

SRIインデックスへの組み入れ

・  当社は、世界的な社会的責任投資 
（SRI）指標の一つである 
「FTSE4Good Index Series」の 
対象銘柄に選定されました。 
〈2011年4月1日時点〉

DSR経営への取組状況

※1 「満足」「やや満足」の回答占率　※2 VOC：Voice of Customer　※3 （社）生命保険協会の運営する生命保険相談所に寄せられた、当社に関する苦情件数　
※4 エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に基づき算出（P.41参照）　※5 新契約件数を分子、営業職員数の平均値を分母として算出（1年間）

グループビジョンごとにDSR経営の取組状況をご報告しています。
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当社は、お客さま、社会、株主・投資家の皆さま、従業員を経営に深いかかわりを持つステークホルダーと捉え、
「最大のお客さま満足の創造」「社会からの信頼確保」「持続的な企業価値の創造」「職員・会社の活性化」を
経営基本方針として定めています。それぞれのステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションを通じて
事業活動を振り返り、PDCAサイクルを回すことで経営品質の向上に努めています。

　職員によるボランティア活動や、教職員・高校生のインターン
シップ受け入れ、寄付講座の提供等を通じ、地域の皆さまとコ
ミュニケーションを図っています。また、企業の消費者対応や
お客さま本位の経営のあり方等につい
て専門分野の有識者と意見交換を行う
「消費者問題研究会」を継続して開催し
ています。

　経営層と職員との双方向コミュニケーショ
ン実現に向け、イントラネットを活用した
「ネットワーク社長室」や、全国の各支社・各
部での「役員と語
る」の運営を行っ
ています。

　決算説明会、経営説明会の開催、機関投資家の皆
さまとの国内外でのミーティングの開催、IRイベント

への参加および株主総会で
の質疑応答等を通じ、株主・
投資家の皆さまとコミュニ
ケーションを図っています。

　営業職員（生涯設計デザイナー）、コールセンター、本
社・支社等窓口、ホームページ等のさまざまなお客さまと
の接点を通じてご意見・ご要望をお寄せいただき、商品・
サービス等の改善に努めています。また、全国の支社で

定期的に「お客さま懇談会」を
開催し、お客さまのご意見・ご
要望を直接お伺いしています。

消費者問題研究会 役員と語る

お客さま懇談会

株主総会

最大のお客さま満足の創造

社会からの信頼確保 職員・会社の活性化

持続的な企業価値の創造

社会

お客さま

株主・投資家の
皆さま

従業員

第一生命

ステークホルダーとのかかわり 有識者とのダイアログ 当社のDSR経営がステークホルダーの皆さまから
さらに高い評価をいただけるよう有識者の方々とのダイアログを行いました。

　第一生命が、自社だからできる取り組みを「DSR」
と名付け、PDCAを回しながら経営品質向上の取り
組みを進化させていることは評価できます。しかし、
そのような社内のロジスティクスだけでなく、これが
第一生命にしかできないことだ、今後こういうこと
を目指すので第一生命にお任せください、というメッ
セージをもっと強く打ち出していただきたいと思いま
す。そうすることで、潜在的なパートナーも第一生
命に共感し、力を感じることができますし、社員も
自社への誇りがより一層高まるでしょう。
　もう一つのポイントは、第一生命は、生命保険を
提供するという役割とともに、機関投資家としての
責任が非常に大きいということです。第一生命が長
期的な視点で、将来の社会を見据えた投資を行えば、
お客さまは自分のお金がより良い方向に活かされて
いるという喜びを感じることができます。投資の考え
方を明確に示し、直接お客さまに見えない部分まで、
経営品質つまりDSRとして取り組んでいることを伝
えていくと良いと思います。

消費者が主体的に人生を設計できるよう、
導いていただくことを期待します

第一生命だからこそ提供できる、
未来のビジョンを示していただきたい

　お二人の有識者とのダイアログを通じ、
当社グループがステークホルダーの皆さま
から一層のご支持をいただく上での貴重な
「気付き」がありました。特に、会社事業と
しての保険商品のご説明や消費者の皆さま
への働きかけとは別に、保険や「生涯設計」
の考え方について広く社会の皆さまにご理
解いただく仕組みづくりに大いに当社が貢

献しうること、あるいは、未来に向
けた力強いメッセージやお預かりし
ている資産に関する情報の発信を強
化することにより、当社との「パー
トナーシップ」をより魅力的なものとして捉
えていただけること等、私どもが日頃見失
いがちな視点からの示唆をいただきました。
 

ダイアログを受けて

阿南 久氏
全国消費者団体連絡会  事務局長

デイヴィス・スコット氏
立教大学経営学部  教授

　2005年以降に保険金不払いの問題が世間を賑わ
せましたが、失った信頼を取り戻すために、第一生
命は業務改善に真摯に取り組み、危機を成長に結び
付けてきたのだと思います。そこには経営の大きな
質的な転換があり、今のDSR経営を推進する土壌に
つながっているように感じます。そのような視点から
ステークホルダーへ発信し、消費者とともに変わっ
ていくことを伝えると良いと思います。
　消費者とのかかわりにおいては、担当者やコールセ
ンターなどで消費者の声を聞き、しっかりと改善につ
なげていることが分かります。しかし、意見に対応す
ることだけが、「お客さま第一」や「お客さま満足」で
はありません。消費者自身が自分の生活設計を主体
的に考えられるように、商品の見方や生命保険の基
礎的な知識を伝え、消費者を啓発し、導いていくと
いう意識も持っていただきたいと思います。広く保
険のシミュレーションができるサイトを設けるなど、
一般の消費者が気軽に人生設計を考えられる仕組み
を提供していくことも良い方法で
はないでしょうか。

DSR推進室長　桝永 慎一郎
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持続的な
企業価値の創造

い ち ば ん 、人 を 考 え る 会 社 に な る 。

海外生命保険および国内マーケットでの事業展開の加速により収益力の強化を図るとともに、
ビジネスモデル変革により一層の生産性向上を図り、競争力強化を推進します。
また財務基盤強化、規律ある資本政策を遂行し、持続的な企業価値の向上を目指します。

成長に向けた事業展開の加速

　当社は、1997年以降「生涯設計」のコンセプトに基
づくさまざまな取り組みを推進してきましたが、株式
会社化・上場のプロセスで得られた経験に基づき、「生
涯設計」のコンセプトをさらに拡大・進化させた「新・生
涯設計」を掲げ、国内市場での成長実現を目指します。
　具体的には、国内での成長が期待できる第三分野
（医療等）・個人貯蓄市場への競争力の高い商品投入、
コンサルティング強化を行うことで、マーケットの成
長を上回るトップライン成長を目指していきます。
グループの第一フロンティア生命では、銀行等窓販
向けに機動的かつ競争力のある個人貯蓄商品の投入
を行うことで、グループのトップライン成長への貢
献を目指していきます。
　加えて、当社の有するお客さま基盤やヒト、モノ、
仕組みなど、さまざまなリソースを活かし、有機的
にお客さま接点の強化を図ることで、「コンサルティ
ングの対象とするお客さま層の拡大」と「チャネルの
生産性向上」を図っていきます。

　海外生命保険事業について、アジア・パシフィック
地域を中心とした展開を進めます。具体的には、当
社グループが長年にわたり培ってきたノウハウに加え、
2011年5月に完全子会社化を完了したタワー社（現
TAL）の経営ノウハウも活用し、引き続き、生命保険
市場の拡大が期待されるアジア・パシフィック地域を
中心に取り組むとともに、より早期の利益成長享受
を目的に一定の市場成長が見込める先進国生保事業
への進出も検討し、海外生命保険事業の当社グルー
プ利益への貢献度向上を図っていきます。
　また、生保事業との親和性が高く、人口増加・退職資
金拡大を背景に高成長を期待できる海外アセットマネ
ジメント事業についても事業参画を検討していきます。

　既存事業分野のビジネスモデル変革に向け、下記
の「5つの変革」に取り組み、固定的コストの効率化、
お客さま接点分野の強化等を進め、グループの競争
力強化を推進します。

コストマインド変革 より品質の高い商品・サービスをより低コストでご提供する、
「いちばん、品質・生産性の高い会社」に向けたグループ全従業員の挑戦。

事務オペレーション変革 お客さまの分かりやすさと利便性を第一に考えた事務フローへの変革と、
事務集中部門での製造業アプローチを活用した事務品質と生産性の同時追求。

業務フォーメーション変革 お客さま接点への人財のシフトを含めた、本社・支社の組織・人員の効率化。

オフィスインフラ変革 営業時間・立地・提供するサービス等、幅広くお客さまのニーズを捉えた店舗体制の構築。
本社オフィスのユニバーサルレイアウト化による業務効率および生産性の向上。

ワークスタイル変革 上記の変革を支え、推進するためのグループ全従業員一人ひとりの意識・行動変革。

※当社は海外での生命保険の普及にも力を入れています。　上：オーストラリア　下：ベトナム

1.  「新・生涯設計」による 
国内マーケットでの成長実現

2. 海外事業等での着実な成長

3. 成長戦略を支える事業変革の推進

成長戦略を支える5つの変革
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SPECIAL  ISSUE 特集

海外生命保険事業の展開

Vietnam

Thailand

India

Australia

Japan

　当社は、日本の生命保険会社として初めてインドに
進出しました。当社の生命保険事業経営ノウハウに加
え、合弁パートナーであるインド大手国有銀行2行の販
売ネットワーク・顧客基盤を活用し、事業展開を図って
います。2010年度の新契約保険料は昨年度と比較し、
46%の成長を遂げており、2011年3月末時点で民間
生保22社中12位と順調に伸展しています。

インド
スター・ユニオン・第一ライフ

　オーシャンライフは、タイ生保市場において、個人代理店チャネルによる販売網
を全国に有する当社関連会社です。当社と個人保険・団体保険・リスク管理体制強
化等を含め幅広い分野で提携の推進を図り、同社の企業価値向上に向けて協働し
て取り組んでいます。2010年度の収入保険料は前年比で108％と増加しています。

タイ
オーシャンライフ

ベトナムやインド等のアジア諸国では、安定的な人口の増加、および順調な経済発展を遂げ
ており、今後も生命保険市場の拡大が期待され、生命保険の社会的役割はますます高まって
くるものと考えられます。当社では、これらのアジア諸国を中心に、創立以来100年以上に
わたり蓄積してきた生命保険事業のノウハウを活用して事業展開を進め、市場の発展や生命
保険の普及を通じて人々の生活の安定に貢献しつつ、現地での雇用の創出、さらには社会貢
献活動の実施など、社会全体の発展にも寄与しています。

ベトナム
第一生命ベトナム
　当社は2007年1月、日本の生命保険会社とし
て初めてベトナムに進出しました。同国の生保市
場全体が急成長を遂げる中で、当社子会社である
第一生命ベトナムの収入保険料は子会社化以前の
2006年度に比べて約2.7倍に伸展し、マーケット
シェアも2006年度の4.3％から、2010年度には
7.2％まで拡大しています。
　同社は生命保険事業の展開とともに社会貢献活
動にも力を入れており、こうしたベトナム経済・社
会への貢献が高く評価され、経済発展に貢献した
外資系企業に授与される「ゴールデンドラゴン賞」
を2009年から2011年まで3年連続で受賞してい

ます。また、2009年9月にベトナムへの投資を通
じて同国経済・社会に貢献した外国企業等を表彰
する「第1回ベトナム・ゴールデンFDI（外国直接投
資賞）」を受賞したほか、同年12月にベトナム財政
省より「1999年から2009年にベトナム保険市場
の発展に貢献した企業」として表彰されました。
　当社は、第一生命
ベトナムを通じて、
今後もベトナム経済
および社会の発展に
貢献できるよう取り
組んでいきます。 「ゴールデンドラゴン賞」授賞式

オーストラリア
TAL Limited

　当社は2011年5月、現地生命保険会社である
タワー社を完全子会社化しました（同年6月にTAL 

Limited（以下、TAL）へと社名を変更）。
　豪州生保市場は順調な経済成長を遂げる中で着
実に拡大しています。その中で、TALは一人当た

りの保障金額が低いと
いう豪州の現状に対し
て、お客さまを啓発し
ながらニーズに合った
保障性商品の提供に努

めています。その結果、保障性商品の市場では2位
（2010年12月時点）と競争力を発揮しています。
　また、TALは社会貢献活動にも力を入れており、
これまで英国で保存されていた入植時代初期の動
植物、自然風景などを描いた歴史的価値の高い水
彩画をニューサウスウェールズ州立図書館に寄贈
する活動や、現地NPO団体と協力し、希望者に
対する食事の無償支援等も行っています。
　当社は、TALを通じて今後も豪州経済および社
会の発展に貢献できるよう取り組んでいきます。TAL子会社化記念式典

　私たちTALは、第一生命グループの一員になっ
たことを喜ばしく思います。弊社は、第一生命が
掲げる「お客さま第一主義」の精神と、「いちばん、
人を考える会社になる。」というビジョンに共感し
ており、2008年に第一生命の出資を受け入れて
以来、良きパートナーとして関係を築いてきました。
　この第一生命との関係は、お客さまやビジネス・
パートナーからも力強い支持をいただいており、今

般の第一生命による100%出資に際しても、皆さ
まからご理解とご協力がいただけたことを、非常
に嬉しく思っております。
　私は、今後この両社の関係がさらに強固なもの
になると確信しております。また、TALと第
一生命が成功に向かって共に歩んでいけるこ
とを楽しみにしております。

TAL Managing Director  Jim Minto

第一生命のビジョンに共感し、共に歩んでいきます
VOICE 
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　少子高齢化等を背景に社会保障制度の見直し機運
も高まる中、老後の生活資金や病気の際の備え等、
生活のさまざまなリスクへの備えに対する意識が高
まってきています。このような環境下、当社ではお
客さま一人ひとりの生涯に最適なご提案ができるよ
う、「新・生涯設計」のコンセプトの下、コンサルティ
ング力のさらなる強化に努めるとともに、死亡保障
に加えて、医療、介護、老後等の分野で、品質の高
い商品やサービスを提供していきます。
　具体的には、今後人口の増加が予想されるシニア
層のニーズに応えるため、医療保障商品や個人貯蓄
商品の提供を強化しています。2010年9月には医療
実態に即した給付内容とする「医のいちばんNEO」等
の新医療特約、2011年1月には無配当医療保険「メ
ディカルエール」の販売を開始しました。また、
2011年8月には、無配当一時払終身保険（告知不要
型）「グランロード」の販売も開始しています。

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

第一フロンティア生命の取り組み 営基本方針として定めています。こ
れらさまざまなステークホルダーの
満足度を高めることにより、企業価
値の向上に努めていきます。
　また、当社は内部統制に関する基
本的な考え方や取組方針等を内部統
制基本方針として定めています。本

基本方針は、経営基本方針の具現化
に向け、内部統制態勢の整備および
運営に関する基本的な事項を定める
ことによって、業務の適正確保を図
り、もって生命保険会社としての社
会的責任の履行に資することを目的
としています。

　当社では「お客さま第一主義」の経
営理念を基軸として、お客さま、社
会、株主・投資家の皆さま、従業員
をステークホルダーとして捉え、「最
大のお客さま満足の創造」、「社会か
らの信頼確保」、「持続的な企業価値
の創造」、「職員・会社の活性化」を経

　当社は、銀行・証券会社等による貯蓄性保険等の
販売（以下、「窓販事業」）により、お客さま一人ひと
りの資産形成をお手伝いするという新しい事業領域
を本格的に切り拓くべく、窓販事業向け商品の供給
を専門的に行う第一フロンティア生命保険株式会社
（以下、「第一フロンティア生命」）を設立し、2007

年10月に営業を開始しました。
　第一フロンティア生命は、年金原資保証に加え、
最低受取保証額のステップアップ機能を組み込んだ
変額個人年金保険や、運用期間満了時の年金原資額
が契約時にあらかじめ定められている定額年金保険
等、お客さまのさまざまなニーズにお応えした商品を
発売してきました。2010年度は、米ドル、ユーロ、
豪ドルの中から通貨を選択できる外貨年金保険や、
資産運用に加えて相続ニーズにも対応した変額終身
保険を商品ラインアップに加え、多様なお客さまニー
ズにより一層きめ細かく対応できる商品体系としま
した。
　第一フロンティア生命の保有契約高は順調に増加
しており、2011年3月末時点で1兆4,361億円となっ
ています。今後も第一フロンティア生命は、第一生
命グループの一員として、グループの総合力を最大
限に活かし、お客さまのニーズに対応した商品・サー
ビスをタイムリーに提供していきます。

 コーポレート・ガバナンス

■取締役会
　当社は取締役会において経営の重
要な意思決定、および業務執行の監
督を行っています。経営管理機能の
一層の強化を図るため、業務執行か
ら独立した立場である社外取締役を
選任しています。なお、取締役会は、
原則毎月開催し、さらに必要に応じ
て、臨時に開催することとしています。
　また、経営の透明性を一層高める

ために、取締役会の任意の諮問委員
会として、会長、社長および社外委
員で構成される指名委員会および報
酬委員会を設置しています。指名委
員会において取締役選任候補者の適
格性の確認を行うとともに、報酬委
員会において取締役、執行役員の役
員報酬制度等について審議していま
す。
■業務執行
　当社では、意思決定・監督と業務
執行を分離し機能強化を図るため、

執行役員制度を導入しています。執
行役員は取締役会によって選任され、
取締役会の決議により定められた分
担に従い、業務を執行します。社長
および社長の指名する執行役員で構
成する経営会議を原則月2回開催し、
経営上の重要事項および重要な業務
の執行の審議を行っています。

■監査役監査
　当社は監査役会設置会社であり、
監査役は、取締役会、経営会議へ出
席するとともに、取締役、執行役員、
部門へのヒアリング等を通じて、取
締役および執行役員の職務遂行の監
査、当社および子会社のコンプライ
アンス・経営全般に係るリスク管理
への対応状況の監査、業務・財務の
状況についての監査を行います。監
査役会では、監査に関する重要な事
項について協議を行います。
　また、監査役を補助すべき使用人
を「監査役室」に配置し、当該使用人
の人事異動および評価等に関しては
監査役と協議を行うなど、取締役か
らの独立性を確保しています。

業務執行について

コーポレート・ガバナンス体制（ 1 ）

国内成長マーケットへの取り組み

第一フロンティア生命実績
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VOICE 

第一フロンティア生命　中澤 憲子

　第一フロンティア生命の商品を、銀行・証券会
社等の代理店の皆さまに販売いただくための支援
を行っています。お客さまにとって本当に必要な
提案は何かを常に考え、また、代理店の皆さまに
は周辺知識のフォロー等を行い、お客さまおよび
代理店それぞれの課題解決のためのコンサルティ
ングを心掛け、信頼関係の構築に努めています。
当社は設立4年の若い会社であり、試行錯誤しな
がら新しいものにチャレンジしていく姿勢が魅力で
す。社会・経済環境変化による影響を受
けることもありますが、私たち従業員
の力を結集し、会社の成長に貢献し
ていきたいと思います。

お客さま・代理店の皆さまとの
信頼関係の構築に努めています

1 コーポレート・ガバナンス体制図（2011年7月1日現在）
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進に取り組んでいます。また、推進
状況をコンプライアンス委員会や経
営会議等で経営層が主体となって定
期的に検証し、必要に応じプログラ
ムを見直しています。
　2010年度は、株式会社化・上場
に伴う法令等遵守態勢の一層の充実
を図るため、当社の重要事実や株主
情報等の会社情報の管理強化、保険
募集管理態勢の強化等を重点取組と
し順次対応しました。

　当社では、法令や社会的規範等を
遵守した事業活動を行うことが社会
的責任を果たすための大前提である
と認識し、コンプライアンスを経営
の最重要課題の一つとして位置付け、
全社を挙げて推進しています。
　具体的には年度ごとの課題を「コ
ンプライアンス・プログラム」として
策定し、当該プログラムに基づき、
各部・各支社がコンプライアンスの推

開示基本方針を制定するとともに、不
適切な事象が発生した場合の公表に
ついて社内規程を定めています。

　当社は、株主・投資家の皆さまと
の対話を重視しています。2010年
度は、年4回の決算説明会や年2回
の経営説明会に加え、年間350回
（うち海外では108回）に上る機関投
資家とのミーティングに経営幹部が
頻繁に参加しました。第三者が主催
する個人投資家向けIRイベントや会
社説明会にも積極的に参加し、当社
に対する理解を深めていただくよう
努めています。説明会資料等は当社
のホームページに掲載し、広く株主・
投資家の皆さまにご覧いただいてい
ます。

コンプライアンス推進状況 情報資産の保護・管理

株主・投資家の皆さまとの対話

コンプライアンス（法令等遵守）への取り組み

リスク管理
内部統制全般の実効性を高めること
を目的に、リスクの洗い出しと評価
の手法を体系化・標準化した「内部統

制セルフ・アセスメント（CSA）」を実
施しています。CSAでは、日常の業
務に潜む「事務リスク」「システムリス

ク」などの「オペレーショナル・リスク」
を対象としており、業務ごとにリスク
の状況を把握した上で、より大きなリ
スクから優先的に対応策を策定し順

次実施していくことで、リスクの抑制
や業務改善を推進しています（ 2 ）。
　CSAは取り組みの手法を充実させ
つつ本社全部門と全国の支社で毎年

実施しており、「業務改善を推進す
る全社運動」として定着しています。

　情報資産の保護・管理を一層推進
するため、2010年度は、重大情報
漏えい事案防止の観点から、インター
ネットメール利用時の牽制強化や外
部記憶媒体の縮減、システム的な
チェックの強化を図りました。また、
再委託先を含む業務委託先に対する
監督・点検の実施、全社で定期的に
実施する研修・点検により役職員へ
の情報資産保護の徹底を図りました。

　当社では、業務上のリスクに対する

セルフ・アセスメント（CSA※）

内部統制
内部統制の方針

する組織として、内部統制態勢の整
備・運営を推進し、財務報告の適正
性および内部監査の有効性の確認を
行うとともに、コンプライアンス委
員会・各リスク管理委員会・反社会的
勢力対策委員会の上位機関として、

コンプライアンス・情報資産保護・リ
スク管理・反社会的勢力対応等に関
する事項について確認・審議を行いま
す。同委員会は代表取締役および内
部統制を担当する執行役員で構成さ
れ、原則毎月開催されます。

　当社は、内部統制に関する基本的
な考え方や取組方針を「内部統制基
本方針」として制定し（ 1 ）、内部統
制態勢整備の一環として内部統制委
員会を設置しています。内部統制委
員会は、取締役会・経営会議を補佐 株主・投資家の皆さまとのかかわり

株主・投資家とのコミュニケーションと株主配当方針

　2011年6月27日、第1期定時株
主総会を開催しました（当日ご出席株
主数1,655名  開催時間3時間6分）。
　株主総会では、2010年度の事業
内容の報告、「2011ｰ12年度 中期
経営計画」の説明のビジュアル化を
進め、より分かりやすいプレゼンテー
ションに努めました。
　株主総会招集ご通知は、色合いや
体裁等を工夫して分かりやすい紙面
とするとともに、発送を早期化しま
した。
　株主総会後には、当社ホームペー
ジにて、上記プレゼンテーションの

動画配信、議事録の概要・議決権行
使結果の掲載等、積極的な情報開示
を行いました。

　当社は、健全性強化、契約者配当
とのバランスに配慮しつつ、中長期
的に安定的な株主還元の実現を目指
します。具体的には、連結修正純利
益※に対する配当性向を20％～30％
とすることを目処としつつ、連結・単
体の業績動向、市場環境、規制動向
等を総合的に勘案し毎期の配当を決
定します。

株主配当方針

　当社は、お客さま、社会、株主・投
資家の皆さまに対して当社の情報を適
時適切に開示し、経営の透明性を高

め、当社について正確に認識・判断い
ただくことが重要なコーポレート・ガ
バナンス強化策と考えています。情報

情報開示

■内部監査
　当社では、コンプライアンスやリス
ク管理等の観点から各業務執行所管

や募集代理店に対して業務監査を実
施する組織として業務監査部を設置
しています。牽制機能や業務監査の

実効性を確保するため業務監査部は
各業務執行所管や募集代理店から独
立した組織としています。

5 実施状況の検証
対応策の実施状況を検証し、翌年
度のリスク抑制・業務改善サイクル
につなげます。

対応策を順次実施することで、リ
スク抑制と業務改善を推進します。

4 対応策の実施

2 リスクの評価
重要性（影響度）の評価

数年に1回も発生しないようなリスクであっても、発
生した際には大きな影響を及ぼすものもあるため、ま
ず、潜んでいるリスクの重要性（影響度）を評価します。

リスク発生を防止するための対応状況の評価
業務遂行上の仕組みやルール・チェック体制等を確認
し、リスク発生を防止するための対応状況を評価します。

2 リスク抑制・業務改善のサイクル
1 リスクの洗い出し

どのような業務を行っているか棚卸しし、誤処理や情報漏えい等、
個々の業務に潜んでいるリスクを洗い出します。

3 対応策の策定
リスクの重要性等に応じて、業務改善が必要な事項の優先順位を明確にし、

効果的かつ効率的な改善策を策定します。

▶Web 情報開示基本方針／情報開示の充実／的確な対応を行うためのリスク管理／個々の機能を統括し、かつ
有効に動かすリスク管理態勢／財務健全性のコントロール／事業継続計画／新型インフルエンザへの対応 ▶Web 子会社等における業務の適正の確保／反社会的勢力による被害の防止／

財務報告に係る内部統制／業務監査態勢等の整備／業務監査の実施／IR活動方針

1 内部統制基本方針

1.  法令・定款等を遵守し、社会的規範、 
市場ルールに則った事業活動を行うこと

2.  顧客情報、株主情報、重要事実、 
限定情報等の情報資産を適切に 
保護管理すること

3.  リスクの特性に応じた実効性のある 
リスク管理を行うこと

4.  反社会的勢力との関係を遮断し 
被害防止を図ること

5.  子会社等における業務の適正を 
確保すること

6.  財務報告の信頼性を確保し、 
適時適切な開示を行うこと

7.  業務監査により内部統制等の適切性、 
有効性を検証すること

株主総会

※  連結修正純利益とは実質的な収益力を示す当社独自
の指標であり、連結当期純利益に危険準備金の法定超
過繰入額（税引後）を加算するなどして算出しています。

※  CSA：Control Self Assessment
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指定代理
請求人

知人等の
ご紹介

ご家族

被保険者

お受取人

ご契約者

ご契約時
ご契約期間中

更新、
払込満了

満期保険金等の
お支払い 保険金等の

すえ置

死亡保険金・
給付金等のお支払い

ファイナンシャル・
プランナー

営業職員

コール
センター

ウェブ、
ホームページ

窓口

代理店
契約
サイクルチャネル

お客さま

新・生涯設計

当社の有するあらゆるリソースを活かしコンサルティング強化を図ります。
お客さまの声に基づく業務改善のPDCAサイクルを強化することで、
今日的な見直しを行った「品質保証宣言」の履行に向けた取り組みをさらに加速させ、
お客さまに選ばれ続けるための品質の維持・向上に努めます。

最大の
お客さま満足の創造

い ち ば ん 、人 を 考 え る 会 社 に な る 。

全国で4万名を超える営業職員（生涯設計
デザイナー）が、フェイス・トゥ・フェイスに
よるコンサルティング活動を行っています
（写真：首都圏営業本部 コンサルティング営
業室 Sキャリア・オフィス  勝倉 朋代）

新・生涯設計戦略の取り組み
　当社では、1997年以降、“良質な商品・サービス・提案”
をお届けするという「生涯設計」を推進し、創立以来の経
営理念である「お客さま第一主義」を実践してきました。
　一方、お客さまのライフスタイルの変化、競争の激
化など、生命保険事業をとりまく環境は、今後ますま
す変化していくものと予想されます。
　このような中、当社はお客さまから選ばれる会社で
あり続けるため、これまでの「生涯設計」のコンセプト
をさらに拡大・進化させた「新・生涯設計」に取り組んで
います。

　「新・生涯設計」では、ご契約者のみならずそのご家族
や知人も含め、「生活者」としてのお客さまとの接点を
広げること、営業職員やコールセンター、ファイナン
シャル・プランナー等の当社営業チャネルや通知物等の
媒体が連携してお客さまとの接点を進化させること、
契約サイクルのさまざまな局面を捉えてお客さまとの接
点の頻度を高めることを目指します。
　当社は、これからも「一生涯のパートナー」として、 
すべてのお客さまに、私たちすべてが、すべての接点で、
お役に立てるよう努力していきます。

VOICE 

　当社には約800万名のご契約者に加え、被保険者、お受取人、
そのご家族等、ご契約にかかわる多くのお客さまがいらっしゃ
います。その「すべてのお客さまに」一生涯にわたって“良質な
商品・サービス”をご提供できるよう、社会の変化や医療の進
歩等を見通した商品を開発するとともに、加入年齢範囲の拡
大、告知不要型商品の導入、情報提供の充実等を進めています。
　また、最適な保険にご加入いただき、お役立ていただくた
めに、フェイス・トゥ・フェイスによる双方向でのコンサルティ
ングに磨きをかけるとともに、ホームページやコールセンター、

窓口、通知物等の充実・連動を図り、｢私たちすべてが｣お客さ
まとの接点強化に努めています。2012年には、当社独自のモ
バイルパソコン（DL Pad）を投入し、分かりやすい“良質な提
案”と、迅速で便利なお手続きを実現します。
　ご契約時・ご契約期間中・お支払時の「すべ
ての接点で」、お客さまにご支持･ご満足い
ただけるよう「新･生涯設計」を推進して
まいります。

すべてのお客さまのお役に立てるよう「新・生涯設計」を推進します

取締役常務執行役員　浅野 友靖

｢新・生涯設計｣ の概要

SPECIAL  ISSUE 特集
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6  適格退職年金契約の受託契約数 
（契約引受形態：当社単独・幹事）

2 「メディカルエール」・「メディカルスイッチ」開発の視点

がら、商品開発を行っています（ 1 ）。

　商品開発に際しては、３つの視点
を意識するとともに、PDCAサイク
ルの観点を重視しています。チェッ

　「ご契約時」、「ご契約期間中」、「お
支払い時」のどの段階においても、お
客さまに安心感・納得感を持っていた
だけるよう、3つの視点を意識しな

クリストによる「ご契約時」、「ご契
約期間中」、「お支払い時」の品質確
認に加え、商品ご提案時にお客さま
にご満足いただける水準の説明がで
きるよう職員教育の強化を図ってい
ます。さらに、役員・部長級の経営

商品開発の流れ
商品開発の3つの視点

「新・生涯設計」を支える商品開発

第一宣言 「お客さま第一主義」をさらに追求し、
ご提供する商品・サービスの品質管理を徹底します。

当社は、創立以来受け継いできた、お客さまのことを何よりも大切にするという姿勢を明文化し、
2006年に「品質保証新宣言」として表明しましたが、
2011年4月、さらにお客さま視点を反映させ、より分かりやすくした「品質保証宣言」に改定しました。
今後もより一層のお客さま満足向上のため、「品質保証宣言」の履行に向けた取り組みを推進していきます。

品質保証宣言

「お客さまの声」、
「職員の声」を反映
した商品

お客さまニーズ
1

商品内容が明確であり、
「ご契約時」、「ご契約期間
中」、「お支払い時」にお客
さまの誤解が生じにくい
内容で、手続きがお客さ
まに分かりやすい商品

分かりやすさ・簡素化
2

「ご契約期間中」、「お支払
い時」に確実に必要な手
続きができ、保険金・給
付金等を迅速にお支払い
できる商品

確実・迅速な
お手続き・お支払い

3

営による会員制情報提供サービス「サ
クセスネット」を提供しています（ 4 ）。

　契約更新のご案内や事務のお手続
き、保険金・給付金のお支払いを迅
速かつ正確に行うため、団体保険専
門の事務担当者が直接ご対応する窓
口を設け、郵送やフリーダイヤルで
のインバウンドだけでなく、アウト
バウンドでのサービス態勢を整えて
います（ 5 ）。直接ご対応するお手続

　2010年9月より「順風ライフ」を
販売していますが、「順風ライフ」は、
従来の「順風人生」の魅力に加え、「堂
堂人生」「主役人生」の機能や特長を
継承した商品となっていることから、
2011年1月より「堂堂人生」「主役人

　当社は、激しく変化する社会経済
環境において、福利厚生制度・退職金
制度等への対応を的確にサポートす
るコンサルティングと、充実した各種
事務サービスのご提供により、法人の
お客さまの負託にお応えしていきます。

　インターネットを利用したサービス
として福利厚生総合管理システム「SE 

LFS」および損保ジャパンとの共同運

層による委員会審議を経ることによ
り、商品の品質確保・品質向上を目
指しています。このような観点から
「メディカルエール」等の商品開発を
行い（ 2 3 ）、既存商品についても継
続的な検証・見直しを行っています。

きの種類は順次拡大しており、さら
なるスピードアップとお客さま満足
の向上を目指します。

　適格退職年金制度が2012年3月
末に廃止されるため、当制度を採用
しているお客さまに対して、専任担
当者と法人営業担当者がニーズを踏
まえたコンサルティングを行い、他
の退職金制度への移行を推進してい
ます（ 6 ）。

生」の販売を停止し、主力商品につ
いて「順風ライフ」への一本化を実現
し、お客さまにとってより分かりや
すい商品体系としました。
　また、部門横断的な検討会で、改
定・販売停止すべき商品を検討し、商
品数・特約数の削減による商品ライ
ンアップの簡素化を実現しました。

福利厚生総合管理システム・
会員制情報提供サービス

適格退職年金契約の移行

法人のお客さま向けサービス

団体保険の事務サービス

第一宣言「お客さま第一主義」をさらに追求し、ご提供する商品・サービスの品質管理を徹底します。
第二宣言 お客さま一人ひとりの生涯と真剣に向き合い、人生のステージごとに最適な備え方のコンサルティングを行います。
第三宣言 商品・サービスの内容やご契約内容などについて、お知りになりたいこと、重要なことを分かりやすくご説明します。
第四宣言「ご契約時」、「ご契約期間中」、「お支払い時」のどの段階においても、

お客さまの立場に立ったお手続きや公平なお支払いを正確かつ速やかに行います。
第五宣言 社外の方々から幅広くご意見を伺うとともに、お客さまの声を真摯に受けとめて、

日々の仕事や会社の経営に反映します。
第六宣言 長期間にわたり保障をご提供する使命を果たすため、財務基盤を維持、強化します。

利用企業数 内容

SELFS 約8,000社
従業員の自助努力、確定拠出年
金制度の導入・運営、福利厚生・
年金制度の運営などをサポート
するコンテンツの提供

サクセス
ネット 約60,000社

経営者や企業幹部のビジネスに
おける課題解決のための、企業
経営に関する多彩な情報の提供

確実な
給付金の
お支払い

・ シンプルで分かりやすい保障内容
確実な給付金の請求やお支払いができる商品

分かりやすさ
・簡素化

お客さま
ニーズ

・  手頃な保険料で医療保障に特化した商品に加入したい。
無配当、解約返還金なしの商品

・  最新の医療保障を確保したいが、健康面を理由に 
見直しできない。
医師の診査や健康状態の告知なしでご加入済みの医療特
約を「メディカルエール（終身型）」に変更可能な制度

・ 子どもの医療保障を準備したい。
・ 一生涯の医療保障を確保したい。

0歳から80歳の方にご加入いただける商品（0歳から49
歳の方は定期型、50歳から80歳の方は終身型）

継続的な商品スクラップ

当社が目指す
商品

名称 時期 内容
順風ライフ 2010年9月 「順風人生」を進化させ、充実した医療保障の確保を可能とし設計の自在性を高めた商品
医のいちばんNEO 2010年9月 最新の医療実態を反映し、お客さまに分かりやすい給付を実現した商品
8大生活習慣病入院特約D 2010年9月 当社従来の生活習慣病対象疾患に肝疾患、膵疾患、腎疾患の3疾患を加えた商品
メディカルエール（定期型）（終身型） 2011年1月 充実した医療保障をお手頃な保険料で準備できる無配当タイプの商品
メディカルスイッチ 2011年1月 ご加入済の医療特約を診査・告知なしでメディカルエール（終身型）に変更可能な制度
Top Plan サクセスU+（プラス） 2011年5月 短期の保険料払込期間（5・10・15年）で99歳までの長期保障を準備できる商品
メディカルエール グループプラン 2011年7月 役員・従業員の医療保障を準備できる法人向けの商品
グランロード 2011年8月 簡便な手続きで加入したいといったニーズに応え、診査・告知を不要とした貯蓄性商品

3  2010年4月株式会社化後の商品・制度対応

4  インターネットを利用した法人向けサービスの例

1  商品開発時に 
意識している 
3つの視点

5  専門担当者による応対

10,194件

822件

2002年
3月末

2011年
3月末

10,000（件）5,0000

約92%のご契約の
移行が完了

（2002年3月末比）

▶Web 「新・生涯設計」を支える商品ラインアップ／商品開発の流れ （登）C23H0653（H23.8.9）⑤

※  この資料は2011年8月時点の商品（特約）の概要を説明したものであり、ご契約にかかるすべての事項を記載したものではありません。ご検討にあたっては専用のパンフレットおよ
び「保障設計書（契約概要）」など会社所定の資料を必ずお読みください。また、ご契約の際には「重要事項説明書（注意喚起情報）」、「ご契約のしおり」、「約款」をお読みください。
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お客さまへの情報提供の充実

第三宣言 商品・サービスの内容やご契約内容などについて、
お知りになりたいこと、重要なことを分かりやすくご説明します。

お客さまとのさまざまな接点（ 1 ）

　当社では、「一生涯のパートナー」
として、お客さま一人ひとりの生涯
設計をご提案する営業職員を「生涯
設計デザイナー」と呼んでいます。全
国で4万名を超える生涯設計デザイ
ナーが、お客さまとの対面によるコ
ンサルティング活動やサービスを
行っており、携帯パソコン「eNavit

（イー・ナビット）」を活用し、生涯設
計提案の品質向上に努めています。

　第一生命コールセンターでは、全
国のお客さまから、ご契約内容の変
更や、死亡保険金・入院給付金をは
じめとした各種お手続きの受け付け、
およびお問い合わせを承っており、
2010年度は約122万件のお電話に
対応しました。

生涯設計デザイナー
　コミュニケーションデスクでは、
商品・サービス・キャンペーン等の最
新情報の提供を行っており、2010

年度は約120万件発信しました。

　当社のご来社窓口は、支社・営業
オフィス・生涯設計パークの3形態で
運営しています。
　2007年にオープンした営業時間拡
大窓口「生涯設計パーク」は、「自分の
都合の良い時間に利用できる」とご好
評をいただき、2010年度は全国8店
舗で約3万名にご利用いただきました。
　2011年4月には生涯設計パーク
を横浜駅前に新規オープン。全国70

カ所の支社窓口のうち10カ所の窓
口では、従来15時半までであった
営業時間を17時まで延長し、さらに、
毎月第2・4土曜日に予約制の保険相
談を開始しました※。

コールセンター

　ご加入いただいている保険の内容や
当社の業績等を年に1回、「生涯設計
レポート」としてご契約者にお知らせ
しています。またお客さまの声をもと
に毎年改善を行っており、2010年度
からは過去10年分の「保険金・給付
金等の支払履歴」を掲載するなど、さ
らなる情報の充実化を図っています。

　当社では、契約者貸付金、配当積
立金・すえ置金の引き出しや契約者
貸付金の返済がコンビニ・銀行等の
提携ATMでご利用いただけます。
2012年1月には全国で約7万台と
なり、利用できるATM台数・取引機
能とも業界最大級となる予定です。

第二宣言 お客さま一人ひとりの生涯と真剣に向き合い、
人生のステージごとに最適な備え方のコンサルティングを行います。

生涯設計レポート

ご来社窓口

・  支社窓口・営業オフィス窓口 628カ所（2011年4月）
　（うち営業時間を拡大した支社窓口：仙台総合、さいたま総合、船橋、
　柏常総、新宿総合、湘南、中京総合、神戸、広島総合、北九州総合）
・  生涯設計パーク 8カ所（2011年4月）
　（札幌、日比谷、横浜、名古屋、大阪、福岡、東京大手町、川口）

ご来社窓口

ホームページ
インターネット・フリーダイヤル

によるコンサルティング
39,634件（2010年度）

生涯設計デザイナー
43,527名

（2011年3月末）

生涯設計レポート
発信数 

約843万通
（2010年度版）

コールセンター
受発信 約244万件
（2010年度）

代理店
2,590店
（2011年3月末）

ATM 約57,200台（2011年4月）

お客さま

保険料が確認いただけます（ 3 ）。

　当社のご契約者※とご家族がご利用
いただけるサービス「ウィズパートナー
（Withパートナー）」をご提供してい
ます。ご加入いただいている契約のお
払込保険料やご継続年数によって計
算された「ウィズポイント」を使って、
健康系サービスや懸賞・優待サービス、
ご家族のライフイベントをお祝いする
サービスなどをご利用いただけます。

　インターネット上でご契約内容の
確認やお手続きやウィズパートナー
などのサービスを一つの画面からご
利用いただける便利なご契約者専用
のWebサイトです。「ご契約のしお
り─約款」に添付の「生涯設計サポー
トCD」または、オフィシャルホーム
ページからご利用いただけます（ 4 ）。

　当社は、携帯パソコン「eNavit

（イー・ナビット）」に、ビジュアルで
分かりやすいお客さまへのプレゼン
テーション機能や、お客さまからの
各種ご照会に迅速に対応ができる
データ通信機能を設けています。
　さらにお客さまへのコンサルティ
ングやサービス等を充実したものと
するために、2012年8月より、新た
なモバイルパソコン（DL Pad）を導
入していきます（ 2 ）。

　当社ホームページにおいて、新商
品「メディカルエール」の保険料が、
簡単にシミュレーションできるよう
になりました。
　商品の特徴や保障の内容が確認で
きるほか、性別・年代ごとに「保障の
タイプ」「入院給付金のお支払限度の
型」を選んで、入院給付金日額が1

万円の場合の代表年齢における月払

ホームページ上で保険料
シミュレーションサービスを提供

ご契約者サービス「Withパートナー」
携帯パソコン「eNavit」

ご契約者専用インターネット
サービス「生涯設計マイページ」

ATM

※  法人および財形保険のみのご契約者はご利用いただけ
ません。

※  お手続きについては、窓口によりお取り扱いできる時
間帯が異なりますので、ホームページ等でご確認くだ
さい。

活環境や加入されているすべてのご契約を把握する
ことを心掛けています。今後も、この仕事を通じて
築いたお客さまとの絆を大切にし、心も体も健やかに、
いつも笑顔でお客さまに元気をお届けしていきたい
と思います。

VOICE 

布施支社  新石切営業オフィス　反葉 悦子

　つい最近、新人時代からのお客さまのところに入
院給付金手続きに伺いました。お客さまの保険加入
状況がすべて頭の中に入っていましたので、給付手
続きはもちろん、他の手続きまできめ細やかにご説
明し、お客さまに大変喜んでいただきました。常に
お客さまの立場に立って、お客さま一人ひとりの生

何事にもお客さまの視点に立って、お客さま最優先で進めています

1  お客さまとの接点

2  モバイルパソコン（DL Pad）

3  シミュレーション画面

4  生涯設計マイページ画面

▶Web 代理店／ホームページ

（登）C23H0653（H23.8.9）⑤
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3  各制度のご利用実績

正確かつ公平なお支払いに向けた取り組み

■ 請求申出受付時の正確・丁寧な案内
　より正確で丁寧なご案内ができる
よう、第一生命コールセンターに寄
せられた「保険金・給付金のご請求に
関するお問い合わせ」については、
2010年7月より、保険金・給付金専
用コールセンターの担当者が直接対
応させていただく取り組みを行って
います。（2011年度中に全国展開の
予定）
　また、所定の要件を満たす場合、
診断書の代わりにご使用いただける
報告書（治療内容報告書）に、支払対
象となる病名の一例を記載しました。
さらに、ほかにご提出が必要となる
書類を分かりやすく一覧表としてご

お客さまへの説明・情報提供の充実
提供し、お客さまご自身にご確認い
ただけるようになりました。
■ お支払内容等に関する 

分かりやすい説明
　保険金・給付金のお支払内容や、
何らかの理由によりお客さまに保険
金・給付金をお支払いできない場合
等のご照会には、保険金・給付金専
用フリーダイヤルに直接お問い合わ
せいただき、専門の担当者が、分か
りやすく丁寧にご説明する体制を整
えています。
■ 定期的な情報提供
　毎年ご契約者に送付している「生
涯設計レポート」に主契約と各特約
ごとのお支払事由を掲載するととも
に、2010年度より保険金・給付金
等のお支払履歴をご確認いただける

よう紙面のレベルアップを行いまし
た。お客さまからは「生涯設計レポー
トが請求のきっかけとなった」などの
声をいただいています。

■ 支払品質改善推進室の設置
　お客さま保護の観点から、より丁寧
にご案内すべき事案等について改め
て精査・請求案内を行うため、2010

年4月に「支払業務改善推進プロジェ
クト」を立ち上げました。そして同年
5月に同プロジェクトを「支払品質改
善推進室」として課に準じた組織と
し、社内外の声を踏まえ、レベルアッ
プすべき事案について順次対応を進
めています。

お客さまへの丁寧な請求勧奨

第四宣言 「ご契約時」、「ご契約期間中」、「お支払い時」のどの段階においても、お客さまの
立場に立ったお手続きや公平なお支払いを正確かつ速やかに行います。

保険金・給付金をお支払いできない場合の説明の充実
　保険金・給付金のお支払いができ
ない場合は、専門知識を有する支払
部門の担当者がご説明させていただ
きます。また、ご不明な点があれば「支

払照会窓口（①）」（支払部門）にご相
談いただけます。なお、「支払照会
窓口」のご説明ではご納得いただけな
い場合には、「異議申出窓口（②）」（支

払部門とは別の社内の部門）や、「社
外弁護士相談制度（③）」あるいは「支
払審査会（④）」（第三者機関）をご利
用いただけます（ 2 3 4 ）。

異議申出窓口 社外弁護士相談 支払審査会
2009年度 114件 5件 5件

2010年度 203件 10件 3件

ご
照
会・お
申
し
出

お客さま

① 

支
払
照
会
窓
口

② 

異
議
申
出
窓
口

ご
納
得
い
た
だ
け
な
い
場
合

ご
希
望
に
よ
り

ご
希
望
に
よ
り

第一生命 第三者機関
③

社外弁護士
へのご相談

④
支払審査会

ご希望により

※  満期保険金や生存給付金等は含みません。

合計 死亡・高度障害・
特定疾病等
保険金

入院・手術等
給付金

お支払い件数 937,051件 76,530件 860,521件

お支払いできなかった件数 33,880件 3,008件 30,872件

支払事由非該当 32,598件 2,557件 30,041件

告知義務違反による解除 772件 146件 626件

免責事由該当 509件 304件 205件

その他 1件 1件 0件

2  お支払いできない場合のご説明およびご相談の流れ
（個人保険）

1  ご契約加入時からお支払い後までの態勢

4  保険金・給付金のお支払い状況 
（2010年度）

　お支払いできる可能性のある保険金・給付金について、漏れなくご案内できるよう態勢の整備を図るとともに、お客さ
まアンケートの結果や有識者からのご意見等を踏まえ、継続的な見直しを実施しています（ 1 ）。

保険金等の支払漏れ等に係る主な再発防止策・強化策

ご加入契約内容の
十分なお知らせ

・  「保障設計書（契約概要）」等の提供
・  「ご契約のしおり─約款」のホー
ムページでの公開
・  「ご契約のしおり」と冊子「保険
金などのお支払いについて」（新
名称：保険金などのご請求手続
きとお支払事例）の一体化
・  約款のCD-ROMでの提供
・  保険証券に「保険金などをもれな
くご請求いただくために」を同封
・  約款の平明化

お客さまへの定期的な
情報提供・注意喚起

・  「生涯設計レポート」にご加入の
主契約・特約ごとの支払事由を
掲載
・  「生涯設計レポート」のホーム
ページ閲覧サービス
・  「生涯設計レポート」に保険金・
給付金等の支払履歴を掲載
・  各種通知への請求勧奨文言の表示

お客さまに請求して
いただきやすい環境の整備

・  お支払いができなかった場合の
診断書取得費用相当額（一律
5,000円）の当社負担
・  商品ラインアップの見直し・簡素化

・    お支払直後の支払内容点検に
よる支払漏れの防止

お支払内容の事後チェック

・    保険金・給付金専用コールセン
ターの設置
・    「保険金お支払明細」、「給付
金お支払明細」に請求書等の受
領日を記載

お客さまへの
支払内容説明の充実

確実かつ丁寧な請求勧奨

・    「支払情報統合システム」を活
用したお支払後の請求勧奨
・    入院給付金お支払い後の通院
給付金請求勧奨通知の発信
・    「お支払明細」にご請求漏れが
ないか確認いただく注意喚起
メッセージ等の表示

・   診断書情報のテキストデータ
化による支払査定への活用
・   診断書情報の入力を複数の担当
者が行い、その結果をシステム的
に突き合せすることにより、入力
ミスがないかをチェックする「エ
ントリ・ベリファイ」方式の導入
・   支払査定を支援するシステム
サポート機能の強化
・   団体保険の支払システムのレ
ベルアップ

正確な支払査定

支払査定時・お支払い後

・   請求書作成時の自動名寄せ
・   請求書作成時の病名確認の必須化
・   ご請求時に当社でお伺いしたお客さまのお申出内容を記
載した「保険金・給付金等お申出内容確認書」の提供
・   ご請求に必要な書類を分かりやすく表示した「『治療内容
報告書とあわせてご提出いただく書類』について」を提供

お客さまへの確実な請求案内

お申出内容の正確な把握

・   請求申出受付プロセスのレベルアップ
・   高度障害保険金等のお支払事由を分かりやすく解説した
チラシを提供
・   生涯設計デザイナーの携帯パソコンに保険金・給付金のご
請求に関するナビゲーションシステムを搭載
・   生涯設計デザイナーからの照会に対応する保険金ヘルプ
デスクの全国展開
・   保険金・給付金専用コールセンターでの請求申出受付の開始
・   「治療内容報告書」に各特約のお支払対象となる病名の一
例を記載

お客さまへの請求勧奨強化

・   「保険金・給付金等お申出内容確認書」に、ご請求可能な
保険金・給付金をお客さまご自身が確認できるチェック
シートの機能を付加
・   「通院給付金請求勧奨チラシ」によるご案内
・   支払品質改善推進室の設置

確実なご案内のための社内教育・指導

・   保険金部内に「教育・支援グループ」を設置
・   支払業務等の事務に精通した人財育成制度として「事務・
アンダーライティングアカデミー」を設置

ご請求申出受付～請求書類ご案内ご契約加入時・ご契約期間中

▶Web お客さまへの説明・情報提供の充実／異議申出窓口／社外弁護士へのご相談／支払審査会／保険金等支払審議委員会／保険金・給付金の支払状況の開示

VOICE 

りやすいご説明を心掛けるとともに、医学知識等のお
支払いに関するさまざまな知識を習得するよう日々努
めています。お客さまに漏れなくご請求いただき、そ
して「第一生命に入っていて良かった」と思っていただ
けるよう、常にお客さまの視点で取り組んでいきます。

保険金部　清水 昌世

　保険金コールセンターでは、保険金・給付金に関する
ご請求申出の受け付け、各種ご照会対応を行っていま
す。震災でご家族を亡くされた方、重い病気と闘って
いらっしゃる方など、さまざまな方々からお電話をいた
だきます。お客さまの状況に合わせ、正確・丁寧で分か

お客さまの立場に立った応対に努めています
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個人のお客さま

総合満足度「満足」「やや満足」と回答されたお客さま
2  全国お客さま調査の結果

し、経営や業務改善に反映させる仕
組みです。具体的には、毎月の「VOC

会議※」で分析し、課題を整理後、改
善策を立案・実行しています。その
取り組みは「経営会議」等に報告し、
必要な対策を講じています。一方で、

　日々全国からいただく「お客さまの
声」を経営に反映させるべく、「エコ
ーシステム」（ 1 ）という仕組みを
1992年に構築し、順次レベルアッ
プを図りながら運営しています。こ
れは、「お客さまの声」を集約・分析

改善策等の検討に際し、「消費者モ
ニター制度」等を通じ消費者の立場
からのご意見・アドバイスをいただく
ことで、よりお客さまのご要望に応
えるよう改善を図っています。

エコーシステムの運営

第五宣言 社外の方々から幅広くご意見を伺うとともに、
お客さまの声を真摯に受けとめて、日々の仕事や会社の経営に反映します。

方式の調査「全国お客さま調査」を実
施しています（ 2 3 ）。
　調査によって把握するお客さまの
総合満足度を中期経営計画の目標値
の一つとし、本社各部の取り組みに
反映させるとともに、「品質保証推

　経営基本方針に掲げる「最大のお
客さま満足の創造」の達成度を測る
指標として、お客さま満足度を毎年
把握しています。個人のお客さま（ご
契約者）および法人のお客さまを対
象とし、外部機関によるアンケート

進専門委員会」を中心としたお客さ
ま満足の向上の取り組みに役立てて
います。近年は特に相対的に満足度
の低い「情報提供・サービス分野」の
向上に向け、さらなる改善に努めて
います。

お客さま満足度の把握

お客さまの声の一元管理

お客さまの声データベース

お客さま

商品・サービス等の改善

営業職員 コール
センター

ホーム
ページ

本社・支社・
営業オフィス

支社
お客さまの声の
分析、改善策の
立案・実行

支社DSR委員会
（お客さまの声）

本社
お客さまの声の分析、改善策の立案・実行

品質保証推進専門委員会

品質諮問委員会

VOC会議 プロジェクトチーム等

意見諮問
報
告

代表者参加

経営会議

DSR推進委員会

消費者モニター制度等

全国お客さま調査

1  エコーシステム

送付数 回答数

個人のお客さま 35,897名 11,303名

法人のお客さま 2,426社 1,106社

3  全国お客さま調査の送付数と回答数

▶Web 継続的な業務プロセスの改善／お客さまの声の開示／消費者モニター制度／消費生活センター訪問によるご意見の収集

※  VOC：Voice of Customer

その他
33.0%

ご契約内容
保全手続関連
30.6%

　消費者の視点からご意見をいただ
くことを目的に2006年に「品質諮問
委員会」を設置しました。具体的に
は、「品質保証推進専門委員会」で検
討された課題等について諮問し、各
委員から寄せられたご意見等を業務
改善に反映させています。

お客さまの声
　当社は、お客さまから寄せられた
苦情および感謝の声を広く収集して
います（ 4 5 ）。
　苦情への対応については、当社の
すべての部門において最優先の課題
と認識し、誠実かつ迅速な対応を徹
底しています。さらに、収集した苦
情を基に、商品やサービス等の改善
に取り組んでいます（ 6 ）。
　また、営業活動、電話窓口等での
応対や事務手続き等に関していただ
いた感謝の声についても、お客さま満

足のさらなる向上につなげるため、積
極的に社内で共有化を進めています。

　全国の支社で定期的に「お客さま
懇談会」を開催し、商品・サービス等
の改善に向けてお客さまのご意見・ご
要望を直接お伺いしています。2010

年度に開催した懇談会では、「営業
職員活動」、「商品開発」、「広告・宣
伝活動」などに関してご意見・ご要望
をいただきました（ 7 ）。

お客さま懇談会

消費者モニター制度品質諮問委員会

消費者からの声

　1984年から「消費者モニター制
度」を運営しています。消費者問題
の有識者、消費生活センターの相談
員、消費生活アドバイザーの方々等
に消費者モニターとしてご協力いた
だき、商品・サービス等についてご意
見・アドバイス等をいただいています。

7  お客さま懇談会6  改善事例

※  契約引受形態が当社単独また
は幹事であるお客さまを対象に、
業務委託先である企業年金ビ
ジネスサービス（株）より提供。

2010年度

苦情 79,547件

感謝の声 5,864件

保険料払込手続関連  
6.9%

新契約関連 6.4%

感謝の声
6.9%

保険金・
給付金等
お支払関連
16.2%

・  ご契約内容保全手続関連： 
解約手続に関するご不満等

・  保険金・給付金等お支払関連： 
給付金の支払手続に関するご不満等

・  保険料払込手続関連：払方変更手続や 
保険料の入金に関するご不満等

・  新契約関連： 
加入時の説明に関するご不満等

主な内容

4  お客さまの声の件数と内訳

5  お客さまの声の内訳（2010年度）

お客さまの声 改善策

ご契約時
［個人］

手頃な保険料で入院・手術等に備え 
たい。
今加入している第一生命の保険を最
新の医療保障へ見直したいが、健康
状態の問題で見直しができない。診
査や告知が不要な保障見直し制度が
あると良い。

メディカルエールの発売
充実した医療保障をお手頃な保険料で準備できる、株式会社
化後初の無配当タイプの商品である無配当定期医療保険「メ
ディカルエール（定期型）」・無配当終身医療保険「メディカル
エール（終身型）」を発売しました。 （2011年1月）
メディカルスイッチ等の実施
新たな保障見直し制度として、ご加入済の医療特約を“医師の
診査や健康状態の告知なし”で、「メディカルエール（終身型）」
に変更可能な医療保障変更制度「メディカルスイッチ」を開始
しました。これにより、医療の保障期間を一生涯保障へと延
ばしつつ、保障内容も見直すことが可能となりました。また、「メ
ディカルスイッチ」と同様に医的選択なく保障内容を見直すこと
ができる特約変更の取り扱いも開始しました。 （2011年1月）

ご契約
期間中
［法人］

インターネット上で確定給付企業年
金の保全手続きができるようにしてほ
しい。

お客さまの利便性向上のために、確定給付企業年金の各種保
全手続き等ができるシステム「確定給付企業年金オンライン
サービス」をご提供※しました。 （2010年6月）

お支払い
時

［個人］

保険金請求者本人が入院中であり、営
業職員の面前での手続きが困難である。
営業職員が会わなくても、本人が請求
書に自署すれば済むようにしてほしい。

ケガやご病気による保険金や給付金の請求手続きについては、
原則として、ご請求者さまが営業職員の面前での自署でなく
ても手続きできる仕組みにしました。 （2011年3月）

▶Web エコーシステムの運営
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れた国内企業を、当社独自の視点を
取り入れた基準により、約100社選
定し投資しています。
　本取組は、投資先の財務的な評価
だけでなく、CSRへの取り組みを重
視した投資を行うことで、社会全体
のCSR推進への寄与に加えて、長
期的に持続可能な安定成長企業を発
掘することも目的としています。
　このように、資産運用においても、
お客さまや株主等、多くのステーク
ホルダーの期待に応えることを意識
しつつ、社会に広く寄与する取り組
みを推進していきます。

破壊・投機的な土地取引を助長する
ようなものについては取り組まない
ことを資産運用部門の業務行動基準
に明示しています。
　今後も、生命保険事業が持つ公共
性と資産運用行動が経済全体に及ぼ
す影響力の大きさを認識し、安全性・
有利性のみならず、社会性・公共性
にも配慮した資産運用を心掛けてい
きます（ 2 ）。

　生命保険業界初の取り組みとして
2010年10月に、当社資産の運用を
目的とした社会的責任投資（SRI※）
ファンドを当社内で設立しました。
当ファンドの資金規模は10億円で
すが、環境保護や社会貢献などに優

　当社は、約30兆円の資産を運用
する金融機関として、債券・株式な
どへの投資や企業への融資を通じて
お客さまからお預かりした保険料を
国や地方公共団体、産業界に拠出す
る金融仲介機能を担い、経済の健全
な発展に寄与しています。具体的に
は、長期金融機関として、主に国や
地方公共団体の資金ニーズに対する
公共債への投資、企業のさまざまな
資金ニーズに対する社債および増資
の引き受け、融資など、国、地方公
共団体、個別企業の成長・発展への
貢献が挙げられます。また、投融資
の対象企業や資金使途を慎重に見極
め、公序良俗に反するものや、環境

留保等を積み上げるとともに、生命保
険会社の資本として制度的に認められ
ている劣後債務取入れによる補完的
な資本の調達にも取り組んできました。
　引き続き、規制動向等を踏まえつ
つ、リスク対比で十分な資本の確保

　当社は、お客さまから信頼される会
社であり続けるためには、強固な財務
基盤をつくり上げていくことが重要で
あると考えています。そこで、期間収
益の確保に努め、危険準備金・価格変
動準備金や純資産の部における内部

を目指します。具体的には、内部留
保の積み上げや、ALM※の一層の推
進、リスク性資産の残高コントロー
ルを中心としたリスク削減などに取
り組んでいきます（ 1 ）。

CSRの観点での運用の考え方

SRIファンドを新設

財務健全性の一層の向上

第六宣言 保険金・給付金のお支払いについて
長期間にわたり保障をご提供する使命を果たすため、
財務基盤を維持、強化します。

※  Socially Responsible Investmentの略称：一般
的に財務情報のほか、コンプライアンス、情報公開、
従業員への配慮、取引先の労働条件、地域社会への
貢献、環境への配慮などを考慮して投融資を行う手法。

安定性の高い資産運用

業務改善計画の実施状況についてのご報告
　当社は、金融庁より追加的な保険金等のお支払いに関
して業務改善命令を受け、2008年8月1日に業務改善
計画を提出し、その後、2011年8月までに計6回の実施
状況に係る報告を行いました。
　当社は、業務改善命令を真摯に受け止め、「お客さまに
保険金・給付金をお支払いするときこそが保険の役割が果

たされるとき」という認識を全役職員が改めて共有すると
ともに、お客さまの視点に立ち、改善策の定着とその実
効性向上に努めてきました。引き続き、将来にわたって
ご安心をお届けする会社であり続けるべく、より一層の
水準とスピードの向上をもって、お客さま視点で業務改
善の取り組みを続けていきます。

〈業務改善計画の実施状況の要旨〉

■業務改善推進本部の設置および
　実効性検証体制の充実
　当社では全社横断的取組を推進する
ために立ち上げた業務改善推進本部に
おいて、支払部門、支払管理等に係る
牽制部門、内部監査部門、社外委員を
含む委員会等からの定期的な報告も踏
まえ、改善策の実施状況・実効性を検
証しつつ、さらなる改善指示を行うこ
とで、継続的な改善のためのPDCAサ
イクルの強化に取り組んできました。
　また、保険金等支払審議委員会を業
務改善推進本部の諮問機関とし、社外
の視点からも改善策の実効性検証・評
価を実施しています。

■業務監査部による業務監査の強化
　定期的に実施している保険金等支払
管理態勢に関する「テーマ業務監査」に
おいて、支払業務に精通した支払業務
監査室のメンバーを中心に、専門性の
高い業務監査を実施しています。この
業務監査では、さまざまな視点から相
当数の個別事案の実査を行うことで、
支払業務の検証をきめ細かく実施して
います。

■支払審査室による牽制機能の強化　
　支払審査室では支払漏れの検証等を
通じ、支払部門への牽制を行っていま
す。また、2007年度より「給付金請求
手続きに関するお客さまアンケート」を
実施し、保険金等支払業務の改善に役
立てています。2010年度に実施した
アンケートでは、「給付金手続に関する
お客さまの総合満足度」は95.3％と前
年度と比べて1.3ポイント上昇しました。

　業務改善計画を確実に実施し、ご請
求のお申し出をいただいた後は、お支払
いできる可能性のある保険金・給付金に
ついて、当社が責任をもってご案内する
態勢の整備を図っています。さらに、お
客さまアンケートおよび外部有識者か
らのご意見等を踏まえ、継続的な業務の
見直しを実施しています。

■お客さまにご請求いただきやすい
　仕組みの整備
　当社では、2007年4月以降のご請求
分より、お客さまからのご請求を幅広
く促進し、また、当社からの請求案内
を推進するために、支払査定の結果、
お支払いできなかった場合について、

診断書の取得費用相当額（一律5,000
円）を負担する取り扱いを行っています。
この取り組みにおいて、当社が診断書
の取得費用相当額を負担した件数は、
2011年4月までの累計で約34,000件
となっています。
■「支払業務改善推進プロジェクト」
　の取り組み
　当社では、新たな請求漏れの発生を
未然防止するために、業務改善計画に
基づき、支払管理態勢の整備に注力す
るとともに、過去にご請求いただいた
契約に関しても検証・対応を進めてきま
した。
　また、各種改善策の進捗や消費者保
護に関する取組強化等を契機として、
これまでの取り組みをお客さまの立場
で改めて振り返り、従来より高い水準
の支払サービスを提供するために、
2010年4月に保険金部内に「支払業務
改善推進プロジェクト」を立ち上げ、請
求案内のさらなるレベルアップを進め
ています。
■商品ラインアップの見直し・簡素化
　2011年1月に、お客さまにとって
の分かりやすさの向上を図り、医療保
障に特化した商品を発売したことに伴
い、主契約3商品、新契約時付加を取
り扱う特約のうち2商品、中途付加を
取り扱う特約のうち4商品の販売を停
止しました。

経営管理（ガバナンス）態勢の
改善および強化

内部監査態勢等の改善
および強化

再発防止策・強化策の具体例

保険金等の支払漏れ等に係る
再発防止策・強化策の必要な
見直しおよび改善

2  資産の状況（一般勘定）1  資本の内訳

▶Web 資産運用の基本的な考え方とプロセス／資産の状況

（億円）

（億円）100,0000 200,000
0

20,000

15,000

10,000

5,000

2009年3月末 2010年3月末 2011年3月末

2
0
1
1
年
3
月
末

1兆9,279億円 1兆9,638億円
2兆1,120億円

計29兆7,338億円
内部留保
等

追加責任
準備金

劣後債務
基金

※  ALM：Asset Liability Management（資産・負債総合管理）

公社債
134,349

国内株式
25,380

貸付金
36,274

その他
101,334
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2010年度に策定した「2011ｰ2012年度環境中期取組計画」の達成にむけて、
全社を挙げて省エネ・省資源等の環境問題に取り組むとともに、環境経営推進体制を強化します。
また、良き企業市民として社会貢献活動にも積極的に取り組み、健全な事業活動を通じて、
社会・経済の発展と地球環境との調和に貢献していきます。

社会からの
信頼確保

い ち ば ん 、人 を 考 え る 会 社 に な る 。

第一生命ホールおよび当社が支援するNPO法人トリトン・アーツ・ネットワーク(TAN)は、今年
10周年を迎えます。（写真：左上より反時計回りに、第一生命ホール、ホール無料開放デー「オー
プンハウス」（©大窪道治）、旧第一生命ホールがあった旧第一生命館、TAN支援による2009年
「メセナ大賞」の表彰式、第一生命ホール外観、第一生命ホールでの弦楽四重奏の演奏風景）

　本賞は、わが国の保健衛生の向上
に取り組む人々に感謝と敬意を捧げ
る賞として1950年に創設されました。
厚生労働省ほかの後援のもと実施し
ており、2011年で63回目を迎える
当社において最も長い歴史を持つ社
会貢献活動です。毎年秋に贈呈式を

行い（ 1 ）、受賞者は天皇・皇后両陛
下に拝謁を賜っています。現在では、
海外での医療活動、生活習慣病対策
等、時代の変化に伴い幅広い課題に
対する取り組みを顕彰しています。

　循環器疾患の医学的研究を行い、
予防・診断・治療に資することを目的

に、研究成果発表による治療成績向
上に寄与しているほか、併設の付属
病院では高度で先進的な専門医療を
提供しています。また、2011年2

月には港区西麻布へ新築移転し、最
新医療設備導入等でさらなる医療の
質とサービスの向上を目指していま
す。今後も循環器疾患の臨床医学発
展に積極的に貢献していきます。

社会貢献活動の取組方針
境」「教育・調査」「地域社会貢献」「芸
術・文化」「スポーツ」の6つの分野で、

社会の一員として、社会貢献活動に
積極的に取り組んでいます。

　当社は、「社会貢献活動の取組方
針」を制定し、「健康・福祉」「生活環

保健文化賞

財団法人心臓血管研究所

健康・福祉

社会貢献活動

▶Web 取組方針／保健文化賞／（財）心臓血管研究所／（一財）姿勢研究所／社会貢献ノベルティ／緑の 環境デザイン賞／（一財）都市のしくみとくらし研究所／（一財）地域社会研究所／
第一生命経済研究所／公共政策への提言／産学連携による寄付講義・共同研究／消費者問題研究会／「ファイナンスパーク」への協賛／（公財）矢野恒太記念会

　財団法人消費者教育支援センター
の「第4回消費者教育教材資料表彰」
の「実験実習部門」で優秀賞を受賞し
た「ライフサイクルゲーム」を活用し、
日本消費者教育学会等と連携した金
融教育支援を行っています。このゲー
ムは、生命保険をはじめとする金融商
品や契約に関する知識が学べるよう

に工夫されたゲーム教材として各方
面からご好評をいただいています（ 3 ）。

　財団法人経済広報センター主催の
「教員の民間企業研修」への参画や、
職業観・勤労観の早期育成等を目的と
した高校生インターンシップの受け入
れを行っています。これらの取り組み
を通じ、明日の日本を担う子どもた
ちの育成・教育の支援を行っています。

「ライフサイクルゲーム」による
金融教育支援

教育・調査

教職員・高校生インターンシップ

2  「国土交通大臣賞」受賞 
「駒岡小学校（札幌市）」

3  日本消費者教育学会による 
学生セミナー

1  第62回 保健文化賞贈呈式

　本賞は、全国の市民団体・公共団
体等から公募した都市部の緑化プラ
ンに対して資金を助成する顕彰制度
として1990年に創設されました。

2009年度より都市の環境共生に必
要な緑地機能を評価基準に加え、地
域におけるヒートアイランド化の緩
和や生物多様性保全に効果のある緑
化プランを積極的に支援しています
（ 2 ）。

緑の 環境デザイン賞

生活環境
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▶Web 「黄色いワッペン」贈呈事業／全国職員によるボランティア活動／VOCA展・第一生命ギャラリー／
NPO法人トリトン・アーツ・ネットワーク／サラリーマン川柳コンクール ▶Web 全国小学生テニス選手権大会／（財）国際保険振興会／人権啓発推進体制／人権啓発研修／セクハラ・パワハラ防止

芸術・文化
後の制作活動を発表する場を提供す
ることで継続した支援を行っています。
こうした活動が評価され、2000年
に「メセナ大賞」※を受賞しました。

　1989年、第一生命館の保存・改
築に伴い37年間にわたる活動を休
止した第一生命ホールは、2001年、
東京・晴海に再興され、TANが自主
企画公演を実施しています。TANは、

ホールでの公演のほか日ごろホール
に来場できない学校や福祉施設の
方々に対して良質な音楽を届ける「ア
ウトリーチ活動」を実施しています。
当社はTANへの支援を通じて「地域
に密着した芸術活動」の実現を目指
しています。
　こうした活動が評価され、当社は
2009年に2度目となる「メセナ大賞」※

を受賞しました。

　平面美術の領域における若手作家
の育成・支援を目的に開催されている
「VOCA展」に第1回（1994年）より
協賛しています（ 3 ）。近年では若手作
家の登竜門として高く評価されてい
ます。当社は協賛に加え、優秀作品
を所蔵し、日比谷本社ロビーや第一
生命ギャラリーで定期的に作品を公
開しています。さらに、同ギャラリー
にて受賞作家の個展を開催し、受賞

　人権問題に対して正しい理解と認
識を持ち、あらゆる場において常に相
手を思いやる心を持って行動できる
職員の育成に努めています。
　1986年に「第一生命の人権宣言
（人権宣言3本の柱）」を制定しました。
また、役職員の「行動規範」に人権に
かかわる内容を記載し、職員の人権
意識の向上に努めています。

　本社に役員・部長・課長で構成する
人権啓発推進本部を置くとともに、
すべての部・支社に人権啓発委員を配
置し、人権啓発を推進しています。

　人権問題を正しく理解し認識を深
めて、日常の活動につなげていくため

には、地道な研修の繰り返しが重要
であるとの認識のもと、人権啓発に
取り組んでいます。
　2010年度は、所属別研修（全職員
対象）をはじめ、諸人権研修において、
「同和問題」「障がい者理解」「ハラスメ
ント防止」を中心に研修を実施しまし
た。また、管理職人権啓発研修では、
西光寺副住職　清原隆宣氏に「同和
問題～人の世に光と熱を」をテーマに
講演していただきました（ 5 ）。

　当社は「東京人権啓発企業連絡会」
に加盟するとともに、行政・諸団体が
開催する研修会等に積極的に参加し、
社内の人権啓発の取り組みに役立て
ています。

　全職員対象の「所属別人権研修」お
よび諸人権研修においてセクハラ・パ
ワハラ防止研修を実施し、未然防止
に努めています。また、全役職員携
帯ファイル「ビジョン＆ルール」や各
種マニュアルに、セクハラ・パワハラ
の防止取組および相談受付窓口を掲
載し、周知を図っています。

人権啓発の取り組み

VOCA展・第一生命ギャラリー

NPO法人トリトン・アーツ・
ネットワーク（TAN）

　生命保険事業の発展に寄与するこ
とを目的に、国内外で保険事業関係

者を招いた研修等を開催し、2011年
3月末時点で国内研修の参加者は累
計3,260名、海外セミナーは152回
開催し、参加者は5,000名以上となっ

ています。また、2010年11月にはウ
ズベキスタン共和国の保険市場の健
全な発展に貢献したとして、「ゴール
デンアンブレラ賞」を授与されました。

国際的な社会貢献活動

　1990年に女子陸上競技部を創設
以来、選手の育成に注力してきまし
た。これまでに、2009年の世界陸
上女子マラソンでの尾崎好美選手の
銀メダル獲得、2010年の東日本実

業団女子駅伝優勝など、多くの大会
で好成績を収めています。
　また、2011年8月に行われる世
界陸上女子マラソンの代表に、尾崎
好美、野尻あずさの2選手が選出さ
れるなど、日本陸上中・長距離界を
牽引しています（ 4 ）。

女子陸上競技部

スポーツ

財団法人国際保険振興会（FALIA）

人権啓発推進体制

人権の尊重

人権啓発研修

社外活動

セクハラ・パワハラ防止

　“サラ川（サラセン）”の愛称で親しまれている
「サラリーマン川柳コンクール」を1987年から
毎年実施しています。
　職場やご家庭などの日常生活の中で日ごろ感
じている“喜怒哀楽”を、5・7・5の川柳にしてご
応募いただき、応募作品から当社で全国優秀
100作品を選出。その後お
客さまの投票によりベスト
10を決定します。
　入選作は例年マスコミで
も取り上げられ、世相を映
すユーモラスな「鏡」として
話題を振りまいています。

サラリーマン川柳コンクール

5  管理職人権啓発研修 
西光寺副住職  清原 隆宣氏

4 左：尾崎 好美　右：野尻 あずさ

3  VOCA展2011  VOCA賞「或る惑星」（作 中山 玲佳）

2  被災地支援ボランティア（岩手）1  植林活動（中京総合支社）

※  募金額やバザーの売上額等を各団体へ寄付する際、
会社が一定額を上乗せする制度

※  公益社団法人企業メセナ協議会が主催する「メセナア
ワード」において、芸術文化振興に最も高く貢献した
メセナ活動を顕彰する賞

　地域社会の一員として、全国各地
の職員がグループで清掃活動、チャ
リティバザー、募金活動等、自発的
な地域社会貢献活動に取り組んでい
ます（ 1 ）。活動を支援・推進するため、
これまでの「マッチングギフト制度」※

に加えて、2010年度より、活動参
加人数に応じて会社が一定額を拠出

し、環境保護団体へ寄付をする「ア
クションギフト制度」を導入し、全
社で4,840名の参加となりました。
　また東日本大震災の被災地支援ボ
ランティアに積極的に参加しています
（ 2 ）。

　生命保険業を営む当社は、相互扶
助の精神「一人は万人のため、万人は

一人のため」のもと、骨髄移植希望
者に少しでもその機会が増えるよう、
2010年度より骨髄バンクドナー登録
を推進しており、初年度で200名以
上の職員が登録しました。骨髄等を
提供する際に要する相当期間を特別
有給休暇とする「ドナー休暇制度」も
設け、取り組みを後押ししています。

全国職員によるボランティア活動

地域社会貢献

骨髄バンクドナー登録の推進
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▶Web 基本的な考え方／行動指針／推進体制／「2011-2012年度環境中期取組計画」の策定／環境会計への取り組み／事業活動における環境負荷低減

1  環境中期取組計画  2012年度目標

環境経営の推進
定しました。
　本計画は、当社の事業活動を通じ
て、「1. 地球温暖化防止に向けた対
応」、「2. 循環型社会構築に向けた対
応」において今後取り組むべき具体
的な数値目標を掲げるとともに、「3. 

環境保護へ向けた企業取り組み」、

「4. 環境経営推進体制の確立」にお
いて定性的目標を設定しています 
（ 1 ）。
　現在、本計画達成に向けて『Eco

ダイエット運動』を展開し、全社を
挙げて環境問題に取り組んでいます。
（ 2 ）。

　当社は、中長期的に「持続可能な
社会づくり」に貢献するグローバルな
保険グループを目指すため、「2011-

2012年度環境中期取組計画」を策

「2011-2012年度
環境中期取組計画」の策定

環境保護活動

3. 環境保護へ向けた企業取り組み

本業を通じた
環境配慮行動

・  資産運用における 
環境配慮行動の推進

生物多様性
保全への対応

・  環境保全活動への 
助成・支援の推進

4. 環境経営推進体制の確立

環境経営推進
体制の確立

・  環境取組PDCAサイクルの 
定着

・ 役職員の環境取組意識の向上
・ 環境関連情報開示の推進

1. 地球温暖化防止に向けた対応（省エネ）

事務所エネルギー
削減 ・ CO2排出量（t-CO2）　2007年度比　10%削減

物流エネルギー削減 ・  物流エネルギー（t・km）　2009年度比　10%削減

2. 循環型社会構築に向けた対応（省資源）

紙使用量削減
・ 紙総使用量（t）　2009年度比　20%削減
・ OA用紙使用量（t）　2009年度比　15%削減
・ メールボックス帳票種類数　2009年度比　20%削減

紙リサイクル
再生紙利用の促進

・  ロールボックス回収資源　リサイクル率　100%維持
・ 主要事業所一般ごみ　リサイクル率　100%維持

グリーン購入の推進 ・  グリーン購入率　80%

2  環境パフォーマンスデータ
2009年度 2010年度 増減 増減理由

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

CO2排出量※1（t-CO2） 179,000 168,000  ▲6.1% CO2排出量・電力使用量とも、全社設備更新・運用改
善・全社運動による省エネ取組の効果が現れましたが、
電力使用量については7～9月の猛暑による空調エネ
ルギー量増加に伴い、年間では若干前年実績を上回り
ました。電力使用量※1（千kWh） 328,900 329,314  0.1%

省
資
源

紙総使用量（t） 12,775 9,954  ▲22.1%
約款のCD-ROM化やコンピュータリストの削減、全
社運動によるOA用紙削減等により減少しました。

紙のリサイクル総処理量※2（t） 4,420 3,446  ▲22.0%
紙使用量減少に伴いリサイクル量は減少しましたが、
集中廃棄する紙は100％リサイクルしています。

※1  エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）第７条第３項の規定に基づき算出しています。当社投資用物件・営業用物件・厚生用物件の総エネルギー量を記載しています。
※2  リサイクル処理量には当年度以前に回収された廃棄書類等も含みます。

　当社は、大量消費・大量廃棄の社
会から持続可能な循環型社会への転
換へ寄与するべく、2005年度から日
比谷本社や大井事業所、一部の支社
など、事業所単位で「エコキャップ運

動」の取り組みを始めています。
　そして2010年度には全国の拠点
にて展開を開始し、当社職員だけで
なく、運動の趣旨をご理解いただい
た地域の皆さまにもご協力いただき
ながら活動しています。
　2011年3月末時点で回収開始か

ら累計約2,060万個のキャップを全
国で回収し、約26,000名分のワク
チンがNPO法人エコキャップ推進
協会を通じて寄付されました。

職員啓発活動の推進

エコキャップ運動※の展開

▶Web 生物多様性保全への取り組み／社内外へ向けた環境啓発取組／環境に配慮した不動産投資／
SRIファンドを新設／グループ会社でのSRIファンドへの取り組み／社会・公共性に配慮した資産運用

　当社は、省エネ設備の導入や建物
の緑化により、環境に配慮したビル
建築を積極的に進めています。既存
の建物に対しては、大規模物件を中
心に空調設備の運用改善や設備改修
などの省エネ取組を推進しています。
また、遊休物件を再利用する「リノベ
ーション」にも取り組んでいます。
■新築建物における環境配慮 

　当社は、空調・照明等の省エネ設備
の導入により、新築ビルの環境性能
の向上を図るとともに、建物の緑化
にも努めています。また、主要なビ

ルの建築に際しては、建物の環境性
能を評価する指標CASBEE※の優良
評価にあたるAランク、そして最高
評価にあたるSランクの取得に向けて
取り組んでいます。
■豊洲キュービックガーデンの竣工 

　2011年1月に竣工した豊洲キュー
ビックガーデン（ 3 ）においては、さま
ざまな環境配慮対応を行っています
（ 4 ）。これらにより、東京都の定め
た標準的なモデルオフィスビルと比
較して、エネルギー消費量約35％
削減、CO2排出量30％削減を実現
する建物となっており、同ビルは
CASBEEの最高ランクであるSラン

クの認定を受けています（ 5 ）。

　グループ会社であるDIAMアセッ
トマネジメントでは、環境などの社
会的課題に配慮したSRIファンドを
設定・運用しています（ 6 ）。

資産運用を通じた環境への取り組み

環境に配慮した不動産投資

グループ会社での
SRIファンドへの取り組み

※  CASBEE：Comprehensive Assessment 
System for Built Environment Efficiency（建
築物総合環境性能評価システム）。2001 年に国土交
通省の主導の下、（財）建築環境・省エネルギー機構内
に設置された委員会によって開発された、建築物の
環境性能を評価し、格付けする手法。省エネや省資源、
リサイクル性能といった環境負荷低減の側面はもと
より、室内の快適性や景観への配慮といった環境品
質・性能の向上といった側面も含めた、建築物の環境
性能を総合的に評価するシステム。

※  ペットボトルキャップを回収して再資源化をすること
によって地球温暖化防止に貢献し、さらにその収益
を発展途上国の子どもたちにワクチンとして寄付する
活動。

4  豊洲キュービックガーデンの環境配慮対応事例3  豊洲キュービックガーデン

5  CASBEE認証取得状況
ビル名 所在地 備考

豊洲
キュービック
ガーデン

東京都
江東区 Sランク取得済 

新大井事業所
（仮称）

神奈川県
足柄郡

Sランク取得に
向け取組中

屋上に太陽光発電設備を設置し、ビル内で使用する電力として活用。

屋上緑化、外壁ガラスの二重化および太陽光に合わせて自動制御する電動ブラインド等を導入する
ことで熱負荷を低減し、空調エネルギーを抑制。

人を感知して、オフィスの照明や空調を自動的に調整する機能を装備。

※  これらのファンドには元本割れのリ
スクや手数料など商品に関わる注意
点があります。各ファンドの概要、リ
スク、手数料などは、DIAMアセッ
トマネジメントのウェブサイトでご
確認いただけます。なお、上記は当
社グループの社会的責任投資（SRI）
を紹介するものであり、ファンド（投
資信託）の勧誘を目的とするもので
はありません。当該ファンドは、当
社でのお取り扱いはしておりません。

6  DIAMアセットマネジメントが設定・運用するSRIファンド※（2011年3月末時点）
ファンド名称 設定時期

DIAM高格付インカム・オープンSRI
（愛称：ハッピークローバーSRI） 2005年

自然環境保護ファンド（愛称：尾瀬紀行） 2006年

DIAM世界環境ビジネスファンド（愛称：シロクマ） 2007年

DIAMジャパングリーンファンド（愛称：新三種の神器） 2009年
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職員・会社の
活性化

い ち ば ん 、人 を 考 え る 会 社 に な る 。

VOICE 

　2011年、第一生命保険株式会社様は「J-Winダ
イバーシティ・アワード」の大賞を手にされました。
一昨年はファイナリストに、昨年は敢闘賞を、そし
て今年は大賞受賞と、その取り組みはぶれることな
く着実に、毎年発展しています。これはひとえに「ダ

イバーシティは経営戦略である」と位置付け、全社一
丸となって企業改革に取り組まれたその成果でしょ
う。私はこの受賞が必ずや企業業績へ貢献するも
のと確信しています。

NPO法人 J-Win理事長  内永 ゆか子氏

ダイバーシティの取り組みは毎年着実に発展しています

最も重要な経営資源は「人財」であるとの考えのもと、営業職員に対する
採用・育成の革新による強固な営業体制の構築、職員の働き方変革による付加価値の向上、
ダイバーシティのさらなる推進等に取り組んでいきます。

職員一人ひとりが男女の別なく個性と能力
を発揮しています。（写真：団体保障事業部）

J-Winダイバーシティ・アワード「大賞」を受賞

ダイバーシティ&インクルージョンの実現に向けて
　2010年度、当社はNPO法人J-Win※1主催の「J-Win

ダイバーシティ・アワード」において、「大賞」を受賞し
ました。
　この賞は、企業における「ダイバーシティ＆インクルー
ジョン」（多様な人財を受け入れ、その力を活かすこと）
の第一歩として、革新的なアプローチによって女性の
採用・能力開発・登用に積極的に取り組み、ビジネスに
つながる高い成果を挙げている企業を表彰する制度です。
　当社は、「ダイバーシティ＆インクルージョンは経営
戦略そのものである」との考えのもと、「トップダウンと
ボトムアップ双方からの意識・行動改革」「女性職員の継
続的な役職登用・キャリア開発支援」「キャリアアップを
支えるワーク・ライフ・バランスの推進」をダイバーシ
ティ＆インクルージョンに向けた3本柱と位置付け、取
り組んできました。
　具体的には、女性職員のさらなる活躍を目指して、
さまざまな場面で経営トップからのメッセージを発信す
るほか、各所属の取り組みを実効性の高いものとする
ため、全所属の管理職を「ダイバーシティ推進責任者」
として任命しました。2010 年10 月には一気にダイ
バーシティ取組を深化させるため「ダイバーシティ推進
大会」を開催しました。

　また、女性リーダーを継続的に輩出するために、上
位職位を目指すための支援であるポジティブアクション
プログラムと多彩な職務展開を支援するキャリアサポー
トプログラムを整備し、キャリア開発支援に取り組ん
でいます。
　さらに、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、
ファミリーフレンドリー制度の充実に加えて、全職員
にワーク・スタイルの変革を求め、メリハリのある勤務
を徹底しています。
　このような取り組みにより、女性職員一人ひとりが、
自ら考え行動することにつながり、また、新たな職務
へ挑戦する女性職員が増えるなど、さまざまな成果が
表れています。
　今回の受賞は、こうした一連の取り組みを通じて、「活
気ある風土づくり」につながっている点が評価されたも
のと考えています。
　また、東洋経済新報社が主催する第4回「ダイバーシ
ティ経営大賞」※2においては、「ワークライフバランス部
門賞」を受賞し、雑誌『日経WOMAN』※3の「女性が活
躍する会社BEST100」では、4位にランクインしました。
　第一生命グループは、今後も積極的にダイバーシティ
＆インクルージョンに取り組み、職員一人ひとりが個
性を活かして活き活きと活躍することによって成長し続
ける会社、さらにはお客さまに第一に選んでいただける
会社となっていきたいと考えています。

※1  NPO法人ジャパン・ウィメンズ・イノベイティブ・ネットワークの略。J-Win は、
企業におけるダイバーシティ・マネジメントの促進と定着を支援することを目的
とした企業メンバー制の団体です。

※2  「ダイバーシティ経営大賞」は、多様な人材を重要な経営資源として活かす新た
な経営手法であるダイバーシティ経営を企業理念に掲げ、その実践を先進的に
進める企業を表彰するものです。

※3  日経BP社発行『日経WOMAN』2011年5月号に掲載。（Photo. Futoshi Nakamura）

SPECIAL  ISSUE 特集
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　第一生命グループにとって最も重
要な経営資源は「人財」であるとの考
えのもと、成長戦略を支えるグルー
プ人財の強化のため、営業職員に対
する採用・育成の革新による強固な

り細分化することで、必要な知識・
スキルが的確に身につく体制を確立
しています。

　「総合営業職」制度はコンサルティ
ング営業のスペシャリストを育成し、
「新・生涯設計」の質を高めていくこと
を目的に設立され、主に、企業や官
公庁にお勤めの方々を対象にお客さ
ま一人ひとりに最適な商品やサービ
スを提供しています。
　コンサルティング営業のスペシャリ
ストや指導者の育成を目指し、幅広
い知識やスキルを身に付けるべく段
階的に能力向上を図っています。一
人ひとりのキャリアビジョンの実現に
向け日々教育・支援を行っています。

　入社後2年間は育成期間と位置付
け、「2年間育成プログラム」に基づ
く教育を行っています。
　新人期間は、生命保険募集人登録
に必要な所定のカリキュラムの履修と
合わせ、生命保険の意義や募集人の
役割を教育します。募集人登録後は、
「初期集中教育期間」として、「実践研
修室」（専門の育成組織）等で、お客さ
まの信頼に応える募集活動に向けた
指導を展開しています。カリキュラム
は、お客さま（利用者）保護を中心と
した「営業基本教育」と、サービス＆
コンサルティング活動を中心とした
「営業実践教育」の2本柱で運営し、
集合研修とeラーニング等のサポート

教育を効果的に組み合わせています。
理解度確認等の反復教育を適宜取り
入れ、知識習得のみならず自身のスキ
ルレベル振り返りの場を設けることで、
着実に浸透を図ります。この効果が、
お客さま満足度調査において営業職
員の対応が高い評価をいただいてい
ることにも表れています。
　実践研修室修了後は、知識・スキ
ルのさらなるレベルアップに向け、
本社・支社・営業オフィスが一体と
なって教育します。特に営業オフィ
スでは、指導者層による日常指導や
OJTに加え、当社独自のチーム制に
よる「協力し合いながら共に成長す
る」というボトムアップの取り組みが
教育効果を押し上げています。3年
目以降も、研修テーマや対象者をよ

2年間育成プログラム

留学生の採用

総合営業職の能力開発

　「新・生涯設計」の考え方に基づいた
生命保険販売を実践できる営業人財
が、お客さまからの信頼確立、競争

力や生産性向上の源泉であると考え、
お客さまのお役に立てる知識やスキル
を兼ね備えた「生涯設計デザイナー」

営業体制の構築、職員の働き方変革
による付加価値の向上、ダイバーシ
ティのさらなる推進等に取り組んで
います。
　これらの取り組みをより実効性の

の育成に取り組んでいます。そのた
めに、育成計画・組織体制・指導スタッ
フそれぞれの充実を図っています。

あるものとするため、「ES・ダイバー
シティ推進専門委員会」を設置し、グ
ループ人財の強化に向けた取り組み
の計画策定・実行策の推進・進捗管理
を行っています。

生涯設計デザイナーの育成方針推進体制

生涯設計デザイナーの育成プログラム

人財育成活力と魅力あふれる会社へ

VOICE 
富山支社  元町営業オフィス

冨田 正恵
　3年前にオフィストレーナーになり、新人の採用・
育成に携わっています。新人一人ひとりを、マナーや
知識をしっかりと身につけた一人前の生涯設計デザイ
ナーに育てていくことに大変やりがいを感じています。
　また、私自身も社会の動きや金融情勢についてよ
く知っておく必要がありますので、常にアンテナを
張って情報収集をしています。そして、複雑な生命
保険の制度をうまく活用する方法や、高度な知識を
要する提案を求められた場合にもしっかりと対応で

きる、高い能力を持った職員を育成していきたいと
思っています。
　育児と両立しながらのトレーナー職の仕事は、当
初不安もありましたが、社内にはワーク・ライフ・バ
ランスが根付いていますので安心して仕事に打ち込
めています。この経験を活かして、将来的にはオフィ
ス経営に携わり、女性が安心して働くことのできる
モデルオフィスを運営できるよう成長していきたいと
思います。

育児と仕事の両立の経験を、人財の育成に活かしています

▶Web 2年間育成プログラム／継続教育

　当社の職員は、営業職員と内勤職
員から構成されます。営業職員は「生
涯設計デザイナー」と呼ばれ、生命保
険や多くのサービスを通じてお客さま
一人ひとりの生涯設計のコンサルティ
ングをしています。内勤職員のうち

職種体系
基幹職掌は全国転勤型のグローバル
職員、勤務地域の限定されたエリア
職員で構成されています（ 1 2 3 ）。

　「ダイバーシティ推進」と「積極的な
人財のグローバル化」を目指し、外国
人留学生の新卒採用を行っています。

2011年4月には、中国、ベトナム、
バングラデシュからの外国人留学生
をグローバル職員として4名採用しま
した。外国人留学生の採用を通じて、
多様な文化や価値観を持つ人財が職
場の中で協働していくことで、当グ
ループの国際競争力が高まっていく
ことにつながります。

雇用と人事

営業職員

指
導
者
層

営業職員
（呼称：生涯設計デザイナー）

支社長

営業部長

オフィス長

オフィストレーナー

※  基幹職掌のほか、スタッフ社員、常勤嘱託従
業員等の職掌があります。

内勤職員

職
位

 部長

マネジャー
副支社長

CS推進統括部長
営業推進統括部長

アシスタントマネジャー

アソシエイト
（業務リーダー含む）

グローバル
職員

転
勤
の

範
囲

エリア
職員

職
掌 基幹職掌

営業職員の在籍状況

0 10,000 20,000 30,000 40,000 （名）

（年度末）

2010 43,527

2009 44,233

2008 42,708

男性 1,384
女性 42,143

男性 1,426
女性 42,807

男性 1,470
女性 41,238

内勤職員の在籍状況

※ その他には、スタッフ社員、常勤嘱託従業員等が含まれます。
0 5,000 10,000 15,000（名）

（年度末）

2009

2010 3,784
基幹職掌（エリア職員）

5,238
その他
4,359

その他
4,2983,897

基幹職掌（エリア職員）
5,375

基幹職掌（グローバル職員）

基幹職掌（グローバル職員）

2008
総合職
3,894

一般職
5,461

その他 1,009

13,381
男性 4,097
女性 9,284

男性 4,267
女性 9,303

13,570

男性 4,368
女性 5,996

10,364

1  職種体系 3  在籍状況

※ その他には、スタッフ社員、常勤嘱託従業員等が含まれます。

採用人数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与（月額）
営業職員 9,791名 46歳7カ月 10年0カ月 263千円
内勤職員 938名 42歳11カ月 12年7カ月 286千円

基幹職掌（グローバル職員） 111名 43歳2カ月 19年6カ月 ─
基幹職掌（エリア職員） 96名 39歳9カ月 15年5カ月 ─
その他 731名 46歳6カ月 3年2カ月 ─

（2010年度）2  職員の採用人数・平均年齢・平均勤続年数・平均給与
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と銘打ち、OJT、Off-JTの両施策
を有機的に結びつけることで職員一
人ひとりの人財価値の向上を図って
いきます（ 1 2 3 ）。

　2010年度から職員の「業務レベル
の高度化」を実現していくことを目的
に、OJTを大幅に強化する取り組み
として「“働き方”変革プログラム」を
導入しました。
　「“働き方”変革プログラム」とは、
社内外のハイパフォーマーの働き方
（行動）を行動事例集としてまとめ、
これを参考に職員一人ひとりが「行
動面の目標」を期始に設定し、中間・
期末で上司と振り返りを行います。
また、第三者視点にて働き方の確認
を行う「働き方チェックシート」の活
用や所属における個々人の育成策を
検討する「人財育成会議」を行うこと
で人財育成のPDCAサイクルを回し
ていく取り組みです。
　本制度の導入により、日常業務を
通じて職員一人ひとりが働き方の高
度化を意識していくとともに、上司
の部下育成に対する意識も向上させ
ることで職員個々人の行動レベルを
引き上げていきます。

　当社にとって最も重要な経営資源

は「人財」であり、人財こそが他の追随
を許さない「競争力」の源泉であると
の考えのもと、職員に求める人財像を
「課題解決型人財」と定義し、職員一

人ひとりを「人財」として育成し「人間
力」の強化に努めています。
　こうした考え方のもと、2011年度
の人財育成方針を“人財育成110！！”

指導者層の能力開発
直接担う全オフィストレーナーを対
象に、本社集合研修を実施します。
また次代を担う指導者層の育成にも
引き続き取り組みます。

　当社では、2007年度より｢機関経
営職候補生｣制度を開始しました。機
関経営職候補生とは、主に｢経営能

力｣や｢対人折衝力｣を磨き、育成期
間修了後はオフィス長として、各営
業拠点のマネジメントを担当します。
　生涯設計デザイナーに幅広い販売
指導ができる力強いオフィス長を育
成するため、5年間にわたる研修教育
カリキュラムを設定しており、拠点
経営のプロフェッショナル育成に向け
日々能力開発を進めています。

　「生涯設計デザイナー」の人財育成
の直接的な担い手である指導者層（オ
フィス長・オフィストレーナー）の育
成力向上に向けて、定例的なスキル
アップ・ベンチマーキングの場（スキ
ルアップ研究会等）を設けています。
特に2011年度は、新人職員育成を

OJTとOff-JTの融合による
人財育成

オフィストレーナーの能力開発

OJT施策
（“働き方”変革プログラム）

　Off-JT施策である「CDP：Career 

Development Program」では、職
員の自律的な能力開発の支援を目的
に、さまざまな能力開発制度を用意
しています。
　職員一人ひとりが「CDP」を活用し
ながら自律的に人財価値向上に向け
て積極果敢にチャレンジし、第一生命
グループの新たな成長を支えています。

　成長分野である海外市場での事業
展開を見据え、年1回のTOEIC受験
の義務化や、eラーニングの語学力
強化コースの受講勧奨により、若手
職員を中心に語学力の強化を図って
います。また、継続的に海外留学・
海外トレーニー（公募制）、海外短期
語学留学（指名制）、海外でのマネジ
メントトレーニングなど各種プログ
ラムに派遣することで、海外におけ
る成長の場を多数設け、グローバル
マーケットで活躍できる人財を育成
しています。

　業務知識や視野の拡大、自律的な

キャリアデザインを描くための支援
として、異動することなく短期間で
社内の他担当・他所属の業務を経験
することのできる社内業務トレー
ニー制度を設けています。
　2011年度は、FP担当業務やコー
ルセンター業務など、お客さまと直接
接点を持つ業務へのトレーニー内容を
充実させることで、お客さま視点の強
化を図っているほか、社内にとどまら
ず、社外へのトレーニーも実施するこ
とで、多角的な視点とビジネス感覚
を養っていきます（ 4 ）。

　職員の自律的なビジネススキル向
上を支援するために、自宅で学習で
きるeラーニング制度を導入してお
り、2010年度は基幹職の約25％と
なる2,647名の職員が活用しました。
　2011年度は、ビジネススキルの
基礎・マネジメント力・課題解決力・
営業力の強化、マーケティング知識
の習得、語学力強化など幅広いスキ
ル強化に向けたコースを継続した上
で、簿記3級や、2級FP技能士の資
格取得をサポートするコースも用意
し、金融機関の職員として、スキル・
知識の強化を図っていきます。

Off-JT施策（Career 
Development Program）

グローバル人財の育成

社内外トレーニー制度

内勤職員の能力開発

eラーニング制度

機関経営職候補生の能力開発

3  人財育成110！！ ～プロフェッショナル＆チームワークの強化～

2  求める人財像  マネジメント層（アシスタントマネジャー以上）

Off-JT
成長戦略を支えるグループ人財の強化

CDP（キャリア・
ディベロップメント・プログラム）

OJT
自律的PDCAにより
発展し続ける
組織の構築

・ “働き方”変革 
プログラムの定着
・ ACTION！ 

Diversityの定着

・ 課題解決型思考による 
付加価値の向上
・ 真のグローバルリーダーの育成
・お客さまコンサルティング力の強化

働き方変革
（行動の高度化）

・  グローバルマーケットの変化に先んじて、従来にないビジョンや方向
性を打ち出し、新たな価値を創造する。
・  お客さまの期待に応える金融ビジネスパーソンを目指して自己研鑽
を重ね、持続的に自己成長することで、目的や計画を完遂する。
・  多様な相手・状況に対して複眼的な視点で矛盾を解決し、絶え間な
く変革しながら第一生命グループの成長に貢献する。
・  自らの「志」と行動変革によって、多様な個性を持つメンバーを組み合
わせ、リードすることで、個々が活き活きと活躍する活力ある組織
に高める。

高度な意思決定

人財育成

継続的な変革

チームワーク

目的の完遂ビジョン・方向性の提示

課題に取り組む

個を活かして
人を率いる

お客さま本位の姿勢
自己研鑽

基本的な業務の理解 的確な状況判断 正確な表現

改善の実施 業務の完遂 チームワーク 向上心・チャレンジ

自己研鑽

活き活きと個性を発揮

職務分野別項目

コンサルティング
分野

事務指導
分野

事務企画・
開発分野

専門
分野

商品・サービス
に対する理解

お客さま目線
での対応

組織の成果
への貢献

深い知識・知見

指導・育成の
計画実行

指導内容の
周知徹底

業務の全体像
の理解

PDCAサイクル
の実行

企画の実現への
こだわり

社内業務プロセス
の理解

実態に即した
対応

クオリティーの
追求

課題解決型人財早期到達分野
広範囲の業務理解 高レベルの判断 判断・行動に対する責任

・  持ち場の改善を繰り返しながら、業務の生産性・付加価値の向上に
つなげる。
・  解決困難な課題に対しても責任感を持って取り組み、周囲をリード
しながら課題解決に取り組む。
・  キャリアビジョンを自ら描き、自律的にスキルを積み、新たな職務
分野に積極果敢にチャレンジする。
・  お互いの存在意義を認め合い、業務を通じて助け合い、信頼関係を
構築する中で、互いに成長する風土を作り上げる。

1  求める人財像  アソシエイト層

　普段の業務では体験できない経験によっ
て、仕事に対する視野を広げ、自身の成長
につなげたいと思い、志望しました。トレ

ーニー先では得意先企業訪問や
白地飛び込み等の営業に同行し
ました。今回の経験を通じ、目
標は与えられるのではなく自

ら掲げ、達成に向けてPDCAサイクルを回
すこと、課題に対しては自身が仮説を持っ
て主体的に解決策を導き出すこと等を学び
ました。今後はより付加価値の高い業務の
遂行を目指し、昨日より今日、今日より明
日と成長できるように常に前向きにチャレ
ンジしていきます。

社外トレーニーの経験を成長につなげます
VOICE 

所沢支社  見澤 麻里子  （社外トレーニー先：トッパン・フォームズ（株））

2009
年度

2010
年度

社内
トレーニー
応募者

819名 1,448名

社外
トレーニー
実績

ー 67名

4  社内外トレーニー

▶Web OJTとOff-JTの融合による人財育成 ▶Web Off-JT施策／グローバル人財の育成
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1  女性の継続的な役職登用（2011年4月1日現在）

■チームワーク活動
　全国の拠点に在籍する営業職員は、
全員が「チーム」に所属し、各チーム
ごとに営業上のノウハウの共有や新
人育成に取り組んでいます。
　このチーム単位の小集団活動を
バックアップするべく、1993年よ
り取り組んでいるのが「チームワーク
活動」です。「チーム員全員が参画し、
主体的に創意工夫する」「協力しあい、
励ましあい、学びあうことでともに
成長する」ことをコンセプトに活動を
展開しています（ 7 ）。
　今年度は、創立110周年へ向け、
「最高の『チームワーク』と固い『絆』
で『復興と成長』を実現！！」を合言葉
に、「第一生命6万人のチームワーク」
の核となる活動を展開します。
■カイゼンプラス活動
　内勤職員が、PDCAサイクルに基
づき、自ら創意工夫しながら、各所
属での経営課題の解決に貢献するこ
とを目指す仕組みとして、全社で「カ
イゼンプラス活動」を実施しています。
　あらゆる所属で、職員全員がボト
ムアップによる課題解決に向けて全
力で取り組み、確実な成果につなげ
ていく活動となっています。

ています。これは、職員の健康増進
だけでなく、お客さま向けに医療・健
康情報を提供し、お客さまの健康に
も貢献する活動です。「健康増進推
進専門委員会」にて施策の審議・決定
を行い、健康増進室・健保組合と各
事業所の健康増進推進責任者や労
働組合が連携して取り組みを行って
います。2011年度の重点取組項目
は、「生活習慣改善」を中心に6項目
を掲げています。経済産業省のプロ
ジェクトに参加し、「健康経営」への
取り組みに対して外部の評価をいた
だけるよう活動を推進していきます
（ 6 ）。

■ネットワーク社長室
　社長と職員をダイレクトに結ぶ仕
組みとしてイントラネットを活用し
た「ネットワーク社長室」を開設して
います。経営層の考えや創立記念日
等の社長講話を「メッセージ」、「公
式スピーチ」として全社へ知らせるな
ど、経営ビジョン共有に向けた運営
を行っています。職員は日ごろの業
務で感じた疑問や気付きを社長へ伝
えることもでき、その回答も全社へ
フィードバックされるなど「双方向コ
ミュニケーション」を実現しています。

　職員満足度（ES）の現状と課題を把
握し解決策を検討するために、2003

年度よりES調査を実施しています。
　各層の職員の思いや考えは、ES

向上の諸施策に反映させています。
一例として「公休取得の推進による
労働条件・環境の改善」や「キャリア
に関する相談体制の充実」等が行わ
れました。また、調査結果は各所属
にフィードバックして所属のES向
上取り組みにも活用しています。

　職員の人財価値向上に向けてキャ
リア形成に関するさまざまな相談に
対応し、相談者本人の自立的な解決
を促すことを目的として2009年10

月に開設しました。専門スキルを持っ
たキャリアアドバイザーが適切なア
ドバイスを行い、職員のキャリア開
発を積極的にサポートしています。

　2010年度の「健康増進全社活動」
をさらにレベルアップさせるため、
第一生命グループ全体の健康宣言
「いきいきダイイチ110」を行い、グ
ループ全体で健康増進活動を展開し

ダイバーシティ推進の取り組み
うに育成体系を充実させることに
よって、第一生命グループの成長戦
略を支える女性リーダーの輩出を進
めるべく取り組んでいます。
　2010年度は女性部長輩出プログ
ラムを導入し、2011年4月に2名の
女性部長を登用しました（ 1 ）。

　当社では障がい者の積極的な採用
を進めています。障がい者雇用率は
2011年6月1日現在2.02％であり、

863名が全国で活躍しています。
　特例子会社の「第一生命チャレン
ジド株式会社」では第一生命コール
センターで受電したお客さまのお申
し出のうち、お手続き書類の発送が
必要なものの一部の書類発送業務を
行っています。第一生命チャレンジ
ドと第一生命の職員が、同じ職場で
一連の業務の中で協力し合いながら
働いており、多様な人財が活躍する
風土が醸成されてきています。

　第一生命グループは、性別・国籍・
文化・年齢・学歴・キャリア・ライフス
タイルなどさまざまな背景からなる
個々人の多様な考え方や価値観を尊
重し、それぞれの個性を活かしてい
く「ダイバーシティ推進」に取り組ん
でいます。

　女性職員のキャリアアップ志向、
チャレンジ志向を継続的に高め、自
律的にキャリアビジョンを描けるよ

女性の活躍推進 障がい者雇用の推進

職員満足度の把握

キャリア支援デスク

心と体の健康

社内コミュニケーションの活性化

知の共有化

多様な人財が活躍する職場づくり

ワーク・ライフ・バランスの推進
推進法の取組計画を提出し、実行し
ています（ 2 ）。また、ワーク・ライフ・
バランスの実現に向けて、職員のワー
クスタイルの変革に取り組んでいま
す。総労働時間縮減に向けた取り組

みとして、終業時刻目標の設定や早
帰り運動を実施しています（ 3 ）。
　今年度は年次有給休暇の取得推進
（ 4 ）や男性の育児休業取得推進など
（ 5 ）にも積極的に取り組んでいます。

　キャリアアップを支える取り組み
として、ファミリーフレンドリー制
度の充実や利用促進に積極的に取り
組んでいます。実効性を高めるため
に、2年ごとに次世代育成支援対策

働きやすい職場づくり

女性職員数 女性の占める割合
経営管理職（支社長、部長等） 7名 1.3%

管理職（営業部長、マネジャー等） 170名 6.8%

オフィス長・オフィストレーナー 2,668名 76.3%

アシスタントマネジャー・業務リーダー 1,523名 54.5%

6  第一生命グループ健康宣言“いきいきダイイチ110” 
～健康・医療・介護・暮らしをサポートする第一生命～

7  「チームワーク活動」の表彰 
（本社特別表彰式にて）

　長男が生まれたのを契機に、所属の後押しを
受けて男性育児休業を取得しました。
　当初は長男の育児に専念するつもりでしたが、
長男が肺炎で入院したため、実際には妻と交代
での病院の泊り込みや、ほかの子どもたちの世
話や炊事・洗濯等の家事を行いました。妻の負担
を減らすことができ、また、平日家に父親がい
るため子どもたちにも喜ばれました。子どもが
小さい間こそ触れ合う時間が貴重
ですので、多くの男性職員に本
制度を活用してほしいと思います。

子どもと触れ合う時間を持てました
VOICE 

経営企画部  河村 悦宏

▶Web ダイバーシティ推進取組方針／女性の活躍推進／障がい者雇用の推進／全従業員の活躍を支えるワーク・ライフ・バランスの推進 ▶Web 心と体の健康／社内コミュニケーションの活性化／知の共有化／労働組合とのかかわり

4  年次有給休暇取得率
2009年度 2010年度
65.6% 63.6%

3  月間平均残業時間（内勤職員）
2009年実績 2010年実績

7.4時間 5.1時間
※金融業・保険業（従業員500人以上）の平均：14.8時間
（2010年度厚生労働省毎月勤労統計調査より）

2009年度 2010年度
4名 58名

5  男性育児休業取得者数

2  次世代育成支援 
認定マーク

職員の生産性向上とCS向上を目指して　

DSR経営の推進 新・生涯設計の推進

職員のフィジカルケア 職員のメンタルケア お客さまへの健康支援

職員の健康増進意識浸透 営業職員活動に連動した
健康・医療・介護情報の提供・  生活習慣病への取り組み

・  禁煙への取り組み
・  女性の健康への取り組み

・  セルフケア意識の向上
・  ラインケアの取り組み推進
・  産業保健スタッフによる 
支援の充実

・  営業職員を架け橋としたお客さま向け 
健康・医療・介護情報の発信
・  お客さま向け啓発活動（セミナー等開催）
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グループ会社のDSR取組

　当社は、経済から生活まで幅広くカバーするシンクタン
クです。調査・研究活動に加え、企業の従業員の方々の健
康で充実した生活を支援するため、医師等の社外講師や専
属保健師による健康・医療・介護に関する「ウェルライフセミ
ナー」や、企業・団体向けに定年退職後の生活設計をアドバ
イスする「洋洋人生のススメ」を開催しています。2010年度
は「ウェルライフセミナー」を151回、「洋洋人生のススメ」
を92回開催しました。
　また、独自のアンケート調査をもとに、人々の生活実態
や生活意識を時系列で分析した「ライフデ
ザイン白書2011」を2010年12月に刊行
しました。学校教育の場でも活用できる
よう分かりやすい内容にまとめており、首
都圏の公立高校へ寄贈しました。

株式会社第一生命経済研究所
生活意識に関する調査を実施

ライフデザイン白書

　当社の事業は第一生命の全国オンラインの運用やシステ
ム開発ならびに事務サービスを主軸としています。
　コンピュータセンターはお客さまの契約を確実にお守りす
るため、最新の発電装置や免震構造を備えてシステムを安
定稼働させています。
　そして約2,000人の社員が、開発プロセスや事務処理の
改善による生産性向上活動や品質向上活動を通して、経営
品質向上に取り組み、第一生命とともに800万人を超える
お客さまの契約の維持
やサービスの提供に努
めています。

第一生命情報システム株式会社
システム開発と事務サービスの品質向上

開発プロセスに
関する研修

　ボトルキャップを分別回収することにより再資源化を促
進し、CO2の発生を抑制するとともに、キャップの売却益
で世界の子どもたちにワクチンを届ける「エコキャップ回収
活動」に参画しており、2010年度は約2万8,000個のキャッ
プを回収しました。また、地球温暖化防止のための温室効
果ガス削減を目的とした取り組みとして、「チャレンジ25

キャンペーン」へ企業チャレンジャーとして参加しており、
平素から節電等の取り組みを推進しています。
　生命保険事業は社会性・
公共性の高い事業であるこ
とから、今後も社会の発展
に寄与するための社会貢献
活動に取り組んでいきます。

第一フロンティア生命保険株式会社
社会貢献活動、環境問題への取り組み

エコキャップ回収活動

　第一生命ベトナムは、献血活動、障がいのある子どもた
ちへの支援、災害時の救援物資提供を行っています。また、
2008年度から第一生命本社と協力して、ベトナムにおける
最大の失明原因である白内障について、経済的理由から手
術を受けられない患者さんに対し無償手術を提供する支援
活動を継続して行っています。加えて、2010年度は未来
ある子どもたちの命を救うため、呼吸障がいを抱えた新生
児治療用の呼吸器および保温機の購入、ならびにベトナム
人医療従事者向け教育訓練
等への支援も行いました。
今後も引き続きこうした活
動に取り組み、ベトナムの
方々の生活向上に貢献して
いきます。

第一生命ベトナム
健康・医療分野での社会貢献活動

白内障手術後の
式典の様子

2010年度第三者意見への対応
　昨年の第三者意見で、惣宇利 紀男氏にご指摘いただいた「『いちば
ん』であることをより分かりやすく表現すべき点」については、グルー
プビジョン「いちばん、人を考える会社になる。」の4つの大きな要素
「いちばん、品質の高い会社」、「いちばん、生産性の高い会社」、「い
ちばん、従業員の活気あふれる会社」、「いちばん、成長する期待の

高い会社」ごとに実績・今後の取り組みを明示することにより、より
踏み込んだ説明となるように努めました。
　また、「ISO26000との関係」については、昨年度より参照ガイド
ラインとして活用するとともに、今年度よりWebサイト上にてISO 

26000の7つの中核主題を踏まえた取り組みを掲載しました。

第三者意見

第三者意見を受けて

　第一生命のCSRレポートが業界の先陣を切って出
されたのが2005年。今年で7年目を迎える。当初、
「品質保証新宣言」（2006年9月）を発表し、これらの
宣言は、その後、「保険金の正確で公平な支払い」のた
めの「支払情報統合システム」（2007年4月）や「お客
さまの意見を反映させる業務改善」のための「エコー
システム」（1992年に発足・逐次改良）などで補強さ
れ、生保業界の範例的存在になった。しかし、まも
なくその流れをくじくように、金融庁より保険金支
払に関する「業務改善命令」（2008年7月）が出された。
　この命令を真摯に受け止め、創立者矢野恒太以来
の経営理念である「お客さま第一主義」の何たるかを
結果としてCSRレポートへの諸取組の報告という形
で社内外に明らかにしたのは、第一生命にとって覚
悟の船出だったように思われる。2009年6月にはグ
ループビジョンとして「いちばん、人を考える会社に
なる。」という言葉が用いられた。そして今年は、「最
大のお客さま満足の創造」に関連して、「品質保証宣
言」（2011年4月）が改定された。今年のレポートは、
旧来のCSRレポートから脱皮してDSRレポートと
改名されたが、ステークホルダーの皆さまとコミュニ
ケーションを図ることを目的として発行しているこの
レポートが、第一生命の進化の推進に不可欠のもの
にまで育ってきたことは喜ばしい限りである。

　例年、「いちばんにお伝えしたいこと」が、今年は「特
集」として挙げられている。テーマは「復興と成長に

向けて」で、東日本大震災へのかかわりが記されてい
る。「被災地の職員より」と題した報告などは非常に
親近感を持って見た。しかしながら、昨年は株式会
社化を特集として報告し、今年のレポートでもあち
こちに見え隠れはしているのだが、その経過報告的
なものも特集として取り上げて欲しかった。

　第一生命では、全社を挙げてPDCAサイクルを回
して経営品質の向上に取り組み、さまざまなステー
クホルダーの皆さまへの社会的責任を果たしていこ
うとする独自の枠組みをCSRに替えてDSRと表現
しているが、そのレベル感の違い等がやや伝わりにく
い。個人的にはDSRの表明に共感を覚えている一人
なので、次回以降、より明確にされることを切望する。
また、昨年12月にISO26000が発行したが、参照
ガイドラインとしてどのように参照されたかを明確に
して欲しかった。

　ここ数年定着してきたレポートでの定番項目とし
て「持続的な企業価値の創造」、「最大のお客さま満
足の創造」、「社会からの信頼確保」および「職員・会
社の活性化」がある。これらは個々に例えば株主・投
資家、顧客、社会および従業員を意味しているとす
れば、これらのステークホルダーの利害が対立しうる
中、それぞれの満足の向上という点でそれぞれ納得
してもらえるプロセスの積み上げこそがDSRに結び
つくのではないだろうか。各ステークホルダーの信頼
を勝ち得る汗の蓄積が必要である。

　株式会社化後2度目の「第一生命の絆」報告書
発行となりましたが、本年度は当社独自の経営
品質向上への不断の取り組みとして「DSR」を前
面に打ち出すとともに、2011年3月に発生した
東日本大震災後のお客さまへの対応を含め、こ
の1年間の全社役職員によるPDCAサイクルに
基づく取り組みの成果をご報告しています。

　本年度も惣宇利先生から貴重なご意見を頂戴
いたしました。DSR取組はまだ道半ばでありま
すが、ステークホルダーの皆さまからさらに高い
ご評価をいただけるよう、ご指摘にある「各ス
テークホルダーの信頼を勝ち得る汗の蓄積」に努
め、さらに一段高いステップを目指して取り組
んでまいります。
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大阪市立大学名誉教授
財団法人関西消費者協会 理事長
NPO法人ごみゼロネット大阪 代表理事

川島 貴志

第一生命保険株式会社
執行役員

覚悟の船出

DSR

特集

ステークホルダーとのコミュニケーション強化

1

3

4

2

51 52



「

第
一
生

命
の
絆

」
報

告

書

D
S
R
レ
ポ
ー
ト 

2
0
1
1DSR推〔登〕07265-01　2011年8月発行

印刷時に有害な廃液が出ない
「水なし印刷」で印刷しています。

VOC（揮発性有機化合物）成分ゼロの
地球にやさしいインキを使用しています。

適切に管理された森林の木材を原料
として生産された紙を使用しています。

この印刷物は、日本WPA、CARBON OFFSET
JAPANを通し、印刷物制作にかかわるCO2排出量
をカーボンオフセットしています。

VOCA展2005 VOCA奨励賞受賞作品
「N34.21.29  E135.52.13」（作 居城 純子）

＊当社は「VOCA展」を支援しています。 

DSR推進室
〒100-8411 東京都千代田区有楽町1-13-1
TEL 050-3780-5307   FAX 03-5221-3340
URL http://www.dai-ichi-life.co.jp/

本レポートに関するご意見・ご感想は上記にお寄せください。

携帯電話版ホームページ
http://www.dai-ichi-life.co.jp/mb/


